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はじめに 

 本施策概要は、農業者をはじめ、県民の皆様に、農政部が取り組む本年度

の事業等について知っていただき、活用していただくため、本年度の事業

等をとりまとめた資料です。 

 

第１ やまなし農業基本計画の策定について 

 農政部では、県総合計画の部門計画を策定し、様々な施策に取り組んで

きております。現行の部門計画は平成２７年度に策定したもので、現在、新

たな総合計画の策定にあわせ新たな部門計画を策定していくこととしてい

ます。 

 

○予   算 やまなし農業基本計画策定費 1,071 千円 （６月補正） 

○計 画 期 間 令和元(2019)年度～令和４(2022)年度 

○目指す方向 生産者の所得の向上 

○策定の趣旨 

 本県の農業は、生産者のたゆまぬ努力により、ぶどう、もも、すもも等の

生産量日本一を誇る果樹を中心に、野菜、水稲、花き、畜産等の特色ある産

地を形成してきた。 

 近年、農業生産額が１７年ぶりに１，０００億円台に回復し、果実の輸出

額も９億円を超えるなど明るい兆しも見られる一方で、農業従事者の減少や

高齢化が進み、耕作放棄地も増加する傾向にあるなど、本県農業を取り巻く

環境は厳しい状況にある。 

 また、人口減少による国内市場の縮小をはじめ、経済のグローバル化、 

ＩｏＴやＡＩを活用した技術革新の進展など農業を取り巻く状況は大きく

変化している。 

 こうした状況に的確に対応し、本県の基幹産業である農業の成長産業化と

農業者の更なる所得向上を図るため、「やまなし農業基本計画」を策定する。 

 

 なお、新たな部門計画は、本年中の策定を予定していることから、第２ 

以降については、現行計画の体系に基づいた記述となります。 
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第２ 新・やまなし農業大綱の概要 
 

○ 新・やまなし農業大綱の計画期間 

策  定 平成２７年１２月 

計画期間 平成２７(2015)年度～平成３１(2019)年度 

 

○ 本県農業・農村の目指すべき姿 

【目指すべき姿】 

本格的な人口減少・少子高齢化局面を迎える中、農業の担い手の高齢化や後継者不足、

国内需要の減少を背景とした産地間競争への対応など、様々な課題を解決していく上で、

果樹をはじめとする高品質な農産物や豊かな農村景観等は、全国に誇ることのできる本県

の地域資源であり、地域の魅力の源泉となる力です。 

将来にわたって、山梨の農業が地域の魅力を発信し続け、地域経済の牽引役となるよう、

「地域の魅力の原動力『やまなし農業』」の実現を目指します。 

 

【目 標】 

「地域の魅力の原動力『やまなし農業』」を実現するためには、新たな視点に立ち、国

内外の需要拡大や高品質化による、いわゆる儲かる農業への転換を図ることが重要です。 

また、農山村の活性化を図っていくためには、農業資源を守り育てながら、交流人口の

増大に取り組む必要があります。 

このため、今後は、農業や食品産業等の関連産業の成長産業化を促進するための産業施

策と、農山村の活性化を促進するための地域施策を車の両輪として、「高品質化・販路開

拓による儲かる農業の展開」と「活気に満ちあふれた農山村の創造」という２つの大きな

目標を持って、関係者と一体となって取り組んでいくこととします。 

 

【目指すべき姿の実現に向けた基本戦略】 

今後予測される国内における農産物需要の減少や、農業従事者の高齢化等による担い手

の不足に対応していくためには、消費者が求める商品の提供に努め県産農産物の需要拡大

を図りながら、安定した所得が得られる魅力ある農業を確立していく必要があります。 

このため、今後も生産量日本一を誇るぶどう、もも、すももなどの果樹を中心に、高品

質で付加価値の高い農産物の生産、供給を強化するとともに、消費者や実需者、流通事業

者のニーズを踏まえた販売戦略を推進します。 

また、若手農業者の育成や企業参入の促進を図り、担い手不足を解消していくため、需

要拡大の取り組みと合わせ、新規就農者の確保、育成や、生産コストの低減、省力化の取

り組みを推進します。 

 

 

 

○ 施策の方向 

１ 戦略的なマーケティングで販路を広げる 

 戦略的なマーケティングを行うため、県内、国内、海外それぞれのニーズ

の把握や分析を行い、 農産物の情報発信、販路開拓手法の構築に取り組み

ます。 

 消費者の求める安全・安心な農産物を供給するため、ＧＡＰ（農業生産工

程管理）の導入推進や健全な食生活の実践に向けた食育の推進を図ります。 

 （１）県内の販路を広げる 

県産農産物の県内における流通・消費を更に拡大するため、消費者と生産者との交流

機会の確保や県産野菜等のＰＲ活動等により理解促進を図ります。 

また、県内における新たな流通の創出や県産農産物の利用機会の増加を図るため、実

需者等を対象に県産農産物のニーズ把握を行うとともに、観光協会等と連携した意見交

換会の開催などの取り組みや、学校給食への県産農産物の利用状況の把握と利用拡大を

促進します。 

更に、地域農業の役割や日本型食生活の重要性などを理解し、健全な食生活を実践し

ていくため、学校、保育所、地域における食育活動を推進します。 

 （２）国内の販路を広げる 

青果物等の消費、流通や需要の動向、他産地の生産販売状況等を産地の商品開発や販

売促進活動に活用し、有利販売につなげていくため、首都圏・関西圏におけるマーケテ

ィング力を強化します。 

また、県産農産物の国内シェアの拡大を図るため、安全・安心で高品質な県産農産物

を認証する「富士の国やまなしの逸品農産物認証制度」のＰＲなど、ブランド力の強化

や販売促進を目指した活動を推進するとともに、農業者の販路開拓や新商品開発の取り

組みを支援します。 

 （３）海外の販路を広げる 

果実の国内需要が伸び悩む中、取引量が増加傾向にある香港をはじめとするアジア地

域への販路を拡大するため、農業団体と連携してプロモーション活動や海外バイヤーへ

の情報提供を行うとともに、海外のショッピングセンターなどに常設の販売・情報発信

拠点を設置し、県産の青果物やワイン、農産加工品、観光情報など、本県の魅力を年間

を通じて総合的に発信し、県産農産物の販路拡大を図ります。 
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 （４）安全で安心な農産物を供給する 

消費者の求める安全で安心な農産物を供給するため、ＧＡＰ（農業生産工程管理）や、

畜産農場におけるＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）の導入を目指す産地や農家等への

指導を行うとともに、農薬、肥料、飼料等の適正な使用や消費者の求める生産情報の一

層の開示等を推進します。 

 

２ 生産の効率化、高付加価値化を進める 

 農業生産等のコスト低減を図るため、再生可能エネルギーの活用や省エネ

ルギー施設の導入について検討、研究・普及を推進します。 

 農業所得の向上を図るため、６次産業化を推進する体制整備を進めるとと

もに、農産物加工品の開発等に取り組む「美味しい甲斐開発プロジェクト」

を推進します。 

 多様な農業者に対し農業技術や経営指導を行うため、農務事務所（普及セ

ンター）やＪＡによる指導と併せ、新たに農援隊を設置し現場での支援体

制を強化します。 

 （１）再生可能エネルギー等を有効に活用する 

再生可能エネルギー等の農村地域が有する資源を有効に活用し、農業生産や施設維持

にかかるコストの低減を図るため、県内での導入検討、研究・普及等を推進します。 

また、大学等と連携し、植物工場等におけるクリーンなエネルギー活用の検討やエネ

ルギー使用量の削減が期待できる施設整備等を支援します。 

 （２）地域資源を６次産業化で有効に活用する 

農産物等の付加価値を高め、農家所得の向上を図るため、やまなし６次産業化サポー

トセンターを設置し、専門家による加工技術等のアドバイスや販路開拓支援などを通じ

て、農業者等が取り組む新商品開発等を支援します。 

 （３）現場の普及指導体制を強化する 

先進的農業者や退職帰農者など多様な農業者からの農業技術や経営指導、６次産業化

等の多様な要請や相談等にきめ細かく対応するため、「農援隊」を設置し農務事務所（普

及センター）やＪＡ等の行う活動と併せて現場での支援体制を強化します。 

また、経営の高度化や農作業の効率化等を図るため、産官学連携によるＩＣＴやロボ

ット技術の活用を推進します。 

 

 

 

 

 

 

３ 高品質化、低コスト化で産地を強化する 

 水田農業の経営安定を図るため、経営規模拡大等による低コスト化を推進

するとともに、県内の食品メーカー等の実需者と連携した酒造好適米、加

工用米、飼料用米や麦等の生産拡大を支援します。 

 果樹農業の競争力強化や所得向上を図るため、県オリジナル品種の導入、

果樹生産の高品質化、低コスト化、需要にあった甲州ぶどうの生産拡大等

を推進します。 

 野菜産地を維持・発展させるため、低コスト化技術等の導入や、地域の伝

統野菜の生産拡大、ＩＣＴを活用した先端技術の導入等を支援します。 

 特色ある花き産地の維持強化を図るため、オリジナル品種の開発や販売促

進活動の支援を行うとともに、変温管理技術等の低コスト化技術の開発・

普及を推進します。 

 甲州統一ブランド食肉の生産基盤を強化するため、担い手の育成やＰＲ活

動を支援するとともに、付加価値の高い放牧牛による牛乳等の新たな商品

開発に取り組みます。 

 新たな水産品の需要喚起と消費拡大を図るため、県産ブランド魚の開発や

新商品のＰＲ等に取り組みます。 

 新たな需要拡大が見込める発酵茶などの地域特産物の生産拡大、消費拡大

を推進します。また、有機農産物の販路拡大、生産振興と人材育成を一体

的に進め、有機の郷づくりを推進するとともに、薬用作物等の産地化に向

けた取り組みを推進します。 

 （１）水稲・麦等 

地域の水田農業の経営安定と儲かる水田農業を展開するため、経営規模拡大や農業用

機械導入等による低コスト化を目指した取り組みを支援するとともに、県内の酒造メー

カー、食品メーカー等の実需者と連携し、加工用米や小麦、大豆等需要に沿った生産拡

大を支援します。 

また、畜産農家等と連携した飼料用米の生産拡大を支援します。 

 （２）果樹 

本県の果樹産地の競争力を強化し、果樹農家の所得向上を図っていくため、県オリジ

ナル品種の導入や優良品種への改植等を推進するとともに、高品質なブランド果実の生

産・供給体制の強化を推進します。 

また、県産ワインのブランド力を強化し、ワイン産地として発展していくため、醸造

用ぶどうの高品質化技術の確立・普及や、甲州種を中心とした需要に合った醸造用ぶど

う生産の維持・拡大を推進します。 
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 （３）野菜 

本県の特色ある野菜産地を維持・発展させるため、高品質化や省力・低コスト化技術

の導入を推進するとともに、野菜指定産地等の産地強化計画策定を支援します。 

また、地域に古くからある伝統野菜等の生産拡大や、ＩＣＴを活用した先端技術を導

入した次世代型野菜生産施設の整備等を支援します。 

 （４）花き 

特色ある花き産地の維持強化を図るため、オリジナル品種の開発や産地化を進めると

ともに、需要拡大のための販売促進活動を支援します。また、生産者の経営負担を軽減

するため、省エネルギー施設導入促進や変温管理等の低コスト栽培体系の開発・普及を

推進します。 

これらの取り組みや花き文化の振興による消費喚起を図るため、新たな花き振興計画

を策定します。 

 （５）畜産 

甲州牛や甲州富士桜ポークなどの甲州統一ブランド食肉の生産基盤を強化するため、

新たな担い手の育成や流通・販売力を高めるためのＰＲ活動等を支援するとともに、農

家所得の向上を図るため、付加価値の高い放牧牛による牛乳等の新たな商品開発に取り

組みます。 

また、高病原性鳥インフルエンザ等の重大な家畜伝染病の発生予防に努めるとともに、

万が一、発生した場合に円滑かつ迅速な対応を講じることができるよう、危機管理体制

を構築し、疾病対策を推進します。 

 （６）水産 

県内の豊富な水資源を活用し、水産物の需要喚起と消費拡大を図るため、新たな県産

ブランド魚の開発や新商品のＰＲ等に取り組みます。 

また、県内養殖業者等の経営の安定化を図るため、養殖・放流用種苗の生産供給を行

うとともに、カワウによる放流稚魚の食害を軽減するための飛来状況調査や食害防止措

置等を実施します。 

 （７）地域特産品等 

新たな需要拡大が見込める発酵茶などをはじめ、ウコン、ヤーコンなどの地域特産物

の生産・消費拡大を推進します。 

また、消費者に支持される、環境にやさしい農業としての「有機の郷づくり」を推進

し、有機農産物の生産拡大につなげるため、試験研究機関における栽培技術の検討をは

じめ、農業大学校における人材育成や有機農産物の販路拡大等に取り組みます。 

更に、化学肥料、化学合成農薬を低減する栽培の普及定着を推進するため、低減化技

術の研究開発や生産現場での技術実証等に取り組みます。 

 

 

 

４ 耕作放棄地を減らし農地を有効活用する 

 担い手への農地の集積・集約化等を促進させるため、農地中間管理機構が

行う担い手への農地の貸付等を支援するとともに、農地の整備等を推進し

ます。 

 県産農産物の高品質化や生産性の向上等を図るため、担い手のニーズに合

った基盤整備や果樹地帯における団地化の推進等を支援します。 

 耕作放棄地の発生防止や再生を推進するため、生産基盤の整備を推進し、

企業を含めた多様な担い手への農地の集積を進めます。 

 （１）中心経営体に農地を集積する 

農地の有効活用と担い手への農地の集積・集約化や耕作放棄地の解消を加速するため、

各市町村が行う「人・農地プラン」の策定・見直しを支援するとともに、新たな農業委

員会組織の農地集積活動や農地中間管理機構が行う事業（担い手への農地の貸付等）を

支援します。 

また、農地集積・集約化を進めるため、農地の区画整理や農業水利施設等の基盤整備

を推進します。 

 （２）競争力を高める基盤整備を推進する 

県産農産物の高品質化や生産性の向上、経営の安定化を図るため、ほ場整備等の農業

生産基盤整備を推進するとともに、担い手のニーズに合った基盤整備等を推進します。 

また、果樹産地における農地の集積や品目別の団地化を推進するため、地域の合意形

成活動、団地化に伴う既存果樹園の伐採や改植用大苗の育苗等を支援します。 

 （３）総合的に耕作放棄地対策を進める 

耕作放棄地の発生を抑制するため、農業委員会等が行う農地利用状況調査等を踏まえ

た担い手への農地の集積支援や、市民農園等としての活用など、農地としての有効活用

の促進に取り組みます。 

また、耕作放棄地を再生し、企業を含めた多様な担い手の活用を促進するため、農地

や農業水利施設等の生産基盤の整備を推進します。 
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５ 成長産業化を支える担い手を育てる 

 新規就農者を確保・育成するため、県就農支援センタ－による就農相談活

動や、県内の小中高校生のそれぞれの段階ごとの啓発や農業体験研修を実

施するとともに、就農意欲の喚起と就農定着を図るため、青年就農給付金

の活用を促すとともに、アグリマスターによる新規就農者の技術習得を支

援します。 

 中核的農業者の確保と経営向上等を図るため、経営改善計画の策定支援（認

定農業者）を行うとともに、法人化や大規模農業経営体への重点的な支援

を行います。 

 農村女性等地域を支える担い手を育成するため、栽培・経営技術支援や加

工品開発等の起業活動を支援するとともに、農業委員やＪＡ役員等への女

性の登用を支援します。 

 地域農業への人材供給力を強化するため、農業大学校と県内の大学との連

携を強化するとともに、ＵＩＪターン就農や中途退職者等の就農を支援し

ます。 

 （１）若手農業者を育てる 

本県農業を支える新たな担い手を確保・育成するため、県就農支援センターによる就

農相談活動や就農啓発活動を支援するとともに、小中学生や高校生を対象とした学校農

園学習、農業体験研修の実施など、農業への理解促進を図ります。 

また、就農意欲の喚起と就農定着を図るため、青年就農給付金を活用するとともに、

新規就農者の育成に対して高い見識と能力を有する者を「アグリマスター」として認定

し、就農者の技術習得などを支援します。 

 （２）中核的担い手を育てる 

本県農業の中核を担う認定農業者を一層確保するため、関係機関と連携し、新たな認

定及び再認定に意欲的な農業者への経営改善計画の策定や、計画の実現に向けた取り組

みに必要な資金活用等を支援します。 

また、農業経営の体質強化を図るための法人化や本県農業を牽引する大規模農業経営

体を育成するため、プロジェクトチームを編成して重点的に支援します。 

更に、まとまった農地の有効活用が期待できる企業の農業参入を促進させるため、企

業参入セミナーの開催や参入に必要な基盤整備等を推進するとともに、農業・農村活性

化につながる企業の社会貢献活動を支援します。 

 

 

 

 

 

 （３）地域を支える担い手を育てる 

地域の農業生産や地域活動の重要な役割を担っている農村女性や兼業農家グループ

などを育成するため、女性を対象としたリーダー育成や農産加工品開発などによる起業

活動等を支援するとともに、農業委員やＪＡ役員等への登用を支援します。 

また、兼業農家や農業後継者グループ等の農業者組織の生産活動や販売活動の活性化

を図るため、栽培技術、経営や販売ノウハウの習得等を支援します。 

 （４）大学と連携し人材育成を強化する 

農業大学校の地域産業への人材供給力を充実強化するため、県内の大学や農業系高校

との連携を強化します。 

また、ＵＩＪターン就農や中途退職者等の就農を支援するため、農業大学校における

実践的な農業体験研修や職業訓練など農業に関する学び直しを支援します。 

 

６ 観光など様々な分野との連携により農村地域を活性化する 

 本県の豊かな農業・農村資源を最大限に活用し農村地域の活性化を図るた

め、魅力ある地域資源を発掘するとともに地域住民によるワークショップ

の開催等を支援します。 

 観光など様々な分野と連携し、地域資源を活用した新たな特産品の開発や

利用促進に向けた取り組みを支援します。 

 交流人口や定住人口を増加させるため、二地域居住・移住相談会や農業体

験メニューを開発するためのセミナー等を開催するとともに、直売所等の

都市農村交流拠点の整備を支援します。 

 農業生産基盤となる農地の保全等を推進するため、地域共同活動への支援

や人材育成を推進します。更に、市町村と連携しながら世界農業遺産への

認定に向けた取り組みを推進します。 

 （１）豊かな農業・農村資源を活用する 

本県の豊かな農業・農村資源を魅力ある資源として活用し、農村地域の活性化につな

げるため、地域資源の調査や活用方法について、地域住民によるワークショップを開催

するとともに、地域資源を活用した地域活性化計画の策定を支援します。 

また、交流人口や定住人口を増加させるため、二地域居住・移住に関する相談会等の

開催や、交流拠点となる施設整備への支援、農業体験メニューづくりや提供方法等のセ

ミナーの開催、農村景観の保全等を行う住民活動を支援します。 
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 （２）みんなで美しい農村景観を守る 

農業生産の基盤となる農地、農業用水路の保全と質的向上や中山間地域の多面的機能

を確保するため、農業者や地域住民が参加した地域共同組織による保全活動や集落協定

に基づき継続的に行う農業生産活動等の取り組みを推進します。 

また、地域住民活動の活性化を図るため、人材の育成や施設の利活用及び保全整備等

の促進に対する取り組みを支援します。 

ももやぶどう等の果樹農業の維持・発展と観光資源としての価値を更に高めるため、

市町村等と連携しながら世界農業遺産への認定に向けた取り組みを推進します。 

 （３）地域ぐるみで鳥獣被害を防ぐ 

野生鳥獣による農作物被害を軽減するため、計画的な管理捕獲の実施や狩猟者の確保

育成を推進します。また、市町村が作成する被害防止計画に基づく活動を支援するとと

もに、市町村の鳥獣被害防止協議会や関係機関と連携して、侵入防止施設の整備を推進

します。 

 

７ 新たな課題に対応する 

 農村高齢者が生きがいをもって農業生産活動に従事できるよう、高齢者の

雇用が期待できる植物工場の整備や農山村と連携した企業の農園づくり等

地域の取り組みを支援します。 

 地球温暖化に対応した新たな品目・品種の開発・導入や異常気象に対応し

た農業技術等の導入を推進します。 

 農道やため池などの農業施設の老朽化等への対応や機能維持を図るため、

長寿命化等への取り組みを推進するとともに、事前防災と減災対策を着実

に進めます。また、農家の収益を確保するため、気象災害に対する事前事

後対策の徹底を図ります。 

 （１）農村高齢者の生きがいを支援する 

農村高齢者が生きがいをもって農業生産活動に従事できるよう、高齢者の雇用が期待

できる植物工場等の整備を支援するとともに、高齢者の活躍の機会を提供するため、農

山村と連携した企業の農園づくりを推進します。 

また、農業経験の少ない農村高齢者に対し、農業大学校において実践的な農業体験研

修を実施します。 

 （２）地球温暖化に対応する 

本県の果樹や野菜等の産地の維持・発展を図るため、地球温暖化に対応した新たな品

目・品種の開発や実証に取り組むとともに、異常気象に対応した低温障害や倒伏軽減等

の農業技術の導入を促進するため、指導者や農業者を対象とした講習会開催等の普及活

動を推進します。 

 （３）災害に強い県土をつくる 

農道や農業用ため池などの農業施設の老朽化、耐震化への対応や機能維持を図るため、

点検、補修、改修等の長寿命化、耐震化への取り組みを推進します。 

また、農村地域において集中豪雨等による自然災害を未然に防止し、事前防災と減災

対策を着実に進めるため、農業用水利施設の整備や農地の保全等を推進します。 

更に、農作物の被害軽減を図り農家の収益を確保するため、気象災害に対する事前事

後対策の徹底を図ります。 

 

 

○ 重点的な推進事項 

１ 県産農産物の需要・販路の拡大 
県内、国内、海外のそれぞれの消費者や実需者のニーズに応えられる県産農産物の生

産供給体制を強化していきます。 

 

２ 山梨の強みを生かした特色ある産地づくりの推進 
消費者や実需者のニーズを的確に把握し、県産農産物の需要を拡大していくため、本

県の特徴や資源を生かした戦略的な生産と流通を推進します。 

 

３ 山梨の魅力を伝える食づくりの推進 
県産食材の魅力を効果的に発信し、県産農産物の需要拡大を図るとともに、農家所得

の向上を図るため、６次産業化や農商工連携等の取り組みを推進します。 

 

４ 新規就農を加速させる担い手対策の推進 
本県農業を将来にわたり支えていく若手農業者をより多く確保・育成するため、技術

習得のサポート体制を強化するとともに、管理作業の軽減化技術の普及を推進します。 

 

５ 農業力を活用した移住・定住の推進 
本県の大消費地に近い有利性と豊かな自然や地域資源を生かして交流人口を増やし、

移住・定住につなげる取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 



第3　新・やまなし農業大綱の施策体系表 　

施策１　戦略的なマーケティングで販路を広げる
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（１）県内の販路を広げる

①県産農産物の利用促進と供給強化

○ ○ ○ ○

やまなし農産物地産地消推進事業費[うち 新特産品チャレンジ栽培
実証事業費](果)、やまなし農産物地産地消推進事業費[うち 食のや
まなし地産地消推進大会費、農産物直売所魅力アップ支援事業
費](販)、卸売市場流通対策費(販)、漁業調整指導費[うち 陸上養殖
チャレンジ事業費](花)、漁業調整指導費[うち 陸上養殖チャレンジ
事業費](花)

②生産者と消費者の交流による地元農産物
　の購買機運の醸成

○ ○ ○

農業の日等啓発事業費[うち 県農業まつり実施費等負担金](総)、や
まなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費[うち フェスタまきば開
催費補助金](畜)

③食育の推進・県民運動の展開

○ ○ ○

農業啓発推進事業費[うち 高校生あぐり体験事業費](技)、食育ボラ
ンティア研修費(消)、食育推進シンポジウム開催費(消)、食育推進
協議会開催費(消)、食による地域の魅力再発見事業費(消)、第14
回食育推進全国大会開催費(消)、学校栄養職員研修会等事業費(ス)

（２）国内の販路を広げる

①県産農産物のブランド強化

○ ○ ○ ○ ○ ○

中山間地農業活性化推進事業費[うち 中山間地農業活性化推進事業
費補助金](振)、逸品農産物魅力発信事業費[うち うんといい山梨さ
んプロジェクト費](販)、農産物ブランド化推進事業費[うち 県産農
産物マーケティングリサーチ事業費、農産物ブランド化支援事業
費補助金](販)、漁業調整指導費[うち 陸上養殖チャレンジ事業費、
マス類新魚「富士の介」ＰＲ事業費](花)、やまなしの花総合振興
対策費[うち ピラミッドアジサイ新品種ブランド化支援事業費補助
金、市場商談会出展事業費](花)環境保全型農業産地化支援事業費
[うち 甲斐のこだわり環境農産物認証事業費](技)、試験研究調整事
業費(技)、果樹試験場費(技)

②県産農産物の新たな販路の開拓

○ ○

やまなし農産物地産地消推進事業費[うち ６次産業化ネットワーク
活動支援事業費](果)、農産物ブランド化推進事業費[うち 農産物流
通販売強化対策事業費補助金](販)

施策体系

関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局
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施策体系

関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

（３）海外の販路を広げる

①東南アジア諸国への輸出の拡大

○ ○

農産物海外販路拡大支援事業費[うち 海外市場開拓事業費、県産農
産物トライアル輸出事業費、海外プロモーション事業費、県産果
実等輸出促進在り方検討事業費、農産物輸出拡大サポート事業費
補助金、輸出チャレンジャー育成事業費、県産農産物等海外販
売・情報発信拠点設置費](販)

②輸出向け生産出荷体制の整備

○

普及指導運営費(技)

（４）安全で安心な農産物を供給する

①ＧＡＰ、ＨＡＣＣＰ等の導入推進

○ ○

食肉等流通合理化推進事業費(畜)、家畜衛生技術指導事業費(畜)、
農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法推進事業費[うち ＧＡＰ推進事業
費](技)

②適正な食品表示の徹底

○ ○ ○

地域食品産業活性化総合推進事業費(果)、食品表示ウォッチャー設
置費(消)、山梨県食の安全・安心審議会開催費(消)、食の安全・食
育実践活動推進費(消)、食の安全・安心啓発費(消)、食品表示確認
のための収去物品買上費(消)

③農薬等の適正使用の推進

○ ○ ○

飼料関係対策事業費(畜)、水産技術センター費(花)、防疫推進事業
費(技)、農薬飛散防止対策等事業費[うち 安全・安心ブランド農産
物推進事業費、マイナー作物等農薬登録促進事業費](技)、病害虫
発生予察事業費(技)、病害虫総合制御技術推進特別対策事業費
(技)、病害虫防除所費(技)
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（１）再生可能エネルギー等を有効に活用する

①地中熱等再生可能エネルギーの活用技術の
　開発促進

○

環境保全型農業推進事業費[うち 地中熱ヒートポンプ農業利用実証
事業費](技)、次世代農業推進事業費[うち やまなし次世代農業チャ
レンジ事業費](技)、試験研究員研修費(技)、客員研究員設置費
(技)、総合農業技術センター費(技)

②省エネ施設園芸の推進

○ ○

環境保全型農業推進事業費[うち 地中熱ヒートポンプ農業利用実証
事業費](技)、次世代農業推進事業費[うち やまなし次世代農業チャ
レンジ事業費](技)

③農村資源を活用した再生可能エネルギーの
　利用拡大 ○

基盤整備促進事業費(耕)

（２）地域資源を６次産業化で有効に活用する

①６次産業化支援体制の充実
○

やまなし農産物地産地消推進事業費[うち ６次産業化ネットワーク
活動支援事業費](果)

②県産農産物を活用した新たな加工品開発の
　推進

○ ○

中山間地農業活性化推進事業費[うち 中山間地農業活性化推進事業
費補助金](振)、未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓
くやまなし農業応援事業費補助金](振)、やまなし農産物地産地消
推進事業費[うち 美味しい甲斐開発プロジェクト事業費](果)

③農商工連携や農林漁業成長産業化ファンド
　の活用促進 ○

やまなし農産物地産地消推進事業費[うち ６次産業化ネットワーク
活動支援事業費](果)

（３）現場の普及指導体制を強化する

①ＪＡの営農指導員との連携やＩＣＴを活用
　した普及活動の展開

○

普及情報システム体制整備費(技)、専門技術調査活動費(技)、地域
適応型新技術等実証事業費(技)、農業啓発推進事業費[うち 農作業
安全対策強化事業費](技)

②農援隊のネットワーク化と人材育成の推進

○
やまなし農業サポート事業費(技)、普及指導運営費(技)

③生産現場におけるロボット等の生産支援シ
　ステムの開発推進 ○

総合農業技術センター費(技)

　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部

施策体系

他部局

関係課室
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（１）水稲・麦等

①水田農業における産地競争力強化と低コス
　ト化の推進

○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、稲作等経営強化対策事業費[うち 経営所得
安定対策推進事業費補助金](花)、新たな水田農業確立推進事業費
[うち 水田情報活用地域支援事業費補助金、活力ある水田農業支援
事業費補助金](花)

②実需者と連携した米、麦等の生産拡大
○

新たな水田農業確立推進事業費[うち 活力ある水田農業支援事業費
補助金](花)

③飼料用米等の新規需要米の生産拡大
○ ○

新たな水田農業確立推進事業費[うち 活力ある水田農業支援事業費
補助金](花)

④米穀の需要調整の推進

○

稲作等経営強化対策事業費[うち 経営所得安定対策推進事業費補助
金](花)、新たな水田農業確立推進事業費[うち 水田情報活用地域支
援事業費補助金](花)

（２）果樹

①市場ニーズに対応した果樹の優良品種の開
　発と普及推進

○ ○

ぶどうウイルスフリー苗供給対策事業費(果)、高品質果実生産推進
事業費[うち 民間育種選抜支援事業費補助金](果)、山梨県オリジナ
ル品種産地確立事業費[うち 山梨県オリジナル品種産地確立事業費
補助金](果)、次世代農業推進事業費[うち やまなし次世代農業チャ
レンジ事業費](技)、客員研究員設置費(技)、果樹試験場費(技)

②やまなしブランド果実の生産、供給体制の
　強化 ○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)

③低コスト化を目指した果樹栽培施設の普及
　推進 ○ ○

普及指導運営費(技)

④本県に適した醸造用ぶどうの開発と高品質
　化の推進

○ ○ ○

ワイン産地確立推進事業費[うち 優良系統選抜・供給事業費、栽培
技術確立事業費、早期成園化・省力化技術開発費](果)、試験研究
員研修費(技)、客員研究員設置費(技)、果樹試験場費(技)、県奨励
品種等種苗供給対策事業費補助金(担)

⑤ワイナリーと連携した醸造用ぶどうの生産
　拡大

○ ○ ○

ワイン産地確立推進事業費[うち 醸造用甲州ぶどう産地育成強化事
業費補助金、醸造用ぶどうづくりチャレンジ事業費](果)、県奨励
品種等種苗供給対策事業費補助金(担)、畑地帯総合整備事業費
(耕)、農地環境整備事業費(耕)

関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系
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関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系

（３）野菜

①高品質化、低コスト化を目指した施設化、
　機械化の推進

○ ○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、環境保全型農業推進事業費[うち 地中熱
ヒートポンプ農業利用実証事業費](技)、次世代農業推進事業費[う
ち やまなし次世代農業チャレンジ事業費](技)、試験研究員研修費
(技)、客員研究員設置費(技)、総合農業技術センター費(技)

②地域の特性を生かした伝統・特産野菜の生
　産振興、新品目等の導入支援

○ ○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、やまなし農産物地産地消推進事業費[うち
新特産品チャレンジ栽培実証事業費](果)、試験研究員研修費(技)、
客員研究員設置費(技)、総合農業技術センター費(技)

③次世代型野菜生産システム普及定着の推進

○ ○ ○
未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、普及指導運営費(技)

④野菜生産出荷安定対策の推進

○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、野菜生産出荷安定対策費[うち 野菜生産出
荷安定資金造成事業費補助金、野菜価格安定事業費補助金](果)、
野菜指定産地等振興費［うち やまなしの野菜振興計画策定費］
(果)

（４）花き

①オリジナル花きの開発・産地化と販路拡大
　の推進

○ ○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、やまなしの花総合振興対策費[うち ピラ
ミッドアジサイ新品種ブランド化支援事業費補助金、市場商談会
出展事業費](花)、フラワーセンター管理費(花)、花き振興促進事業
費(花)、試験研究員研修費(技)、客員研究員設置費(技)、総合農業
技術センター費(技)

②省力化、低コスト化を目指した技術開発と
　普及推進

○ ○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、次世代農業推進事業費[うち やまなし次世
代農業チャレンジ事業費](技)、普及指導運営費(技)、試験研究員研
修費(技)、客員研究員設置費(技)、総合農業技術センター費(技)
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関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系

（５）畜産

①県産食肉のブランド力の強化と生産農家の
　育成

○

畜産総合対策推進指導事業費(畜)、やまなし新ブランド食肉普及拡
大推進事業費[うち フェスタまきば開催費補助金、ニホンジカ有効
活用推進事業費](畜)、乳用牛改良推進事業費[うち 優良乳用供卵牛
選抜事業費、乳用牛群検定推進事業費補助金](畜)、肉用牛改良推
進事業費[うち 高品質和牛倍増プラン推進事業委託料](畜)、県立牧
場管理費[うち 県立牧場管理業務委託料](畜)、豚の改良増殖費[う
ち 品種維持・増殖経費等、フジザクラ開放型育種改良事業
費](畜)、新銘柄豚生産拡大促進事業費(畜)、鶏の改良増殖費(畜)、
受精卵供給促進事業費(畜)、肉用子牛価格安定対策事業費(畜)、畜
産経営体質強化事業費(畜)、畜産試験費(畜)、酪農試験費(畜)

②乳製品、鶏卵等新たなブランド品の開発

○

畜産試験費(畜)、酪農試験費(畜)

③高付加価値化、低コスト化技術等の開発と
　普及推進

○

飼料関係対策事業費(畜)、自給飼料増産促進事業費(畜)、やまなし
エコフィード利用促進事業費(畜)、畜産試験費(畜)、酪農試験費
(畜)

④家畜等の疾病対策と防疫体制の強化

○

家畜病性鑑定事業費(畜)、家畜伝染病予防費(畜)、自衛防疫強化総
合対策事業費[うち 自衛防疫強化総合対策費補助金](畜)

（６）水産

①内水面漁業の振興
○

内水面漁場管理委員会費(花)、水産技術センター費(花)

②新たな県産ブランド魚の開発と普及
○

漁業調整指導費[うち マス類新魚養殖技術確立事業費、マス類新魚
「富士の介」PR事業費](花)、水産技術センター費(花)

③陸上養殖を活用した新たな特産品開発の推
　進 ○

漁業調整指導費[うち 陸上養殖チャレンジ事業費](花)

④カワウ等による水産資源の被害防止と保全
　対策の推進

○

漁業調整指導費[うち カワウ食害防止総合対策事業費、水面総合利
用調整推進事業費](花)、内水面利用啓発事業費[うち 内水面利用啓
発事業費補助金](花)、富士湧水の里水族館管理費[うち 富士湧水の
里水族館管理委託料](花)
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関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系

（７）地域特産品等

①茶等の生産拡大、新たな加工品開発の推進

○ ○ ○ ○ ○

未来を拓くやまなし農業応援事業費[うち 未来を拓くやまなし農業
応援事業費補助金](振)、やまなし農産物地産地消推進事業費[うち
新特産品チャレンジ栽培実証事業費](果)、やまなし新ブランド食
肉普及拡大推進事業費[うち ニホンジカ有効活用推進事業費](畜)、
地域特産畑作生産振興事業費[うち 茶産地育成推進事業費補助
金](花)、蚕糸業指導費(花)、地域適応型新技術等実証事業費(技)

②薬草等新たな特産品の発掘と産地化
○ ○ ○

地域特産畑作生産振興事業費[うち 薬用植物生産拡大支援事業費補
助金](花)、普及指導運営費(技)、総合農業技術センター費(技)

③有機の郷づくりの推進

○

環境保全型農業産地化支援事業費[うち 環境保全型農業直接支払補
助金](技)、やまなし有機の郷づくり推進事業費(技)、やまなし有機
の郷づくりステップアップ事業費[うち 有機農業アカデミー開催事
業費](技)、客員研究員設置費(技)、農業大学校費(技)、総合農業技
術センター費(技)、果樹試験場費(技)

④化学肥料、化学合成農薬を低減する栽培の
　推進

○ ○

畜産環境総合対策事業費(畜)、環境保全型農業推進事業費[うち 環
境にやさしい生産方式実証・普及費](技)、環境保全型農業産地化
支援事業費[うち 環境保全型農業直接支払補助金](技)、試験研究員
研修費(技)、客員研究員設置費(技)、総合農業技術センター費
(技)、果樹試験場費(技)
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施策４　耕作放棄地を減らし農地を有効活用する 　
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（１）中心経営体に農地を集積する

①人・農地プランの充実支援

○ ○ ○

農業委員会指導費[うち 農地利用最適化交付金](総)、普及指導運営
費(技)

②農地中間管理機構の活用促進

○ ○ ○

農業委員会指導費[うち 農地中間管理機構集積支援事業費補助金
（農業委員会）、農地利用最適化交付金](総)、機構借受農地整備
事業費[うち 機構借受農地整備事業費補助金](振)、農地中間管理事
業費(担)、機構集積協力金交付事業費(担)

③農地集積の促進に向けた基盤整備の推進

○ ○

機構借受農地整備事業費[うち 機構借受農地整備事業費補助
金](振)、畑地帯総合整備事業費(耕)、中山間地域総合整備事業費
(耕)、農地環境整備事業費(耕)、耕作放棄地解消・発生防止基盤整
備事業費(耕)、経営体育成基盤整備事業費(耕)、基盤整備促進事業
費(耕)、県営事業計画調査費(耕)、農地集積基盤整備事業費(耕)

（２）競争力を高める基盤整備を推進する

①担い手のニーズに合った基盤整備の推進

○

畑地帯総合整備事業費(耕)、広域営農団地農道整備事業費(耕)、基
幹農道整備事業費(耕)、中山間地域総合整備事業費(耕)、農地環境
整備事業費(耕)、耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費(耕)、
経営体育成基盤整備事業費(耕)、基盤整備促進事業費(耕)、県営事
業計画調査費(耕)、農地集積基盤整備事業費(耕)、特産農産物生産
支援整備事業費(耕)、農村地域活性化農道整備事業費(耕)

②果樹産地等における再編整備の推進

○

畑地帯総合整備事業費(耕)、広域営農団地農道整備事業費(耕)、基
幹農道整備事業費(耕)、中山間地域総合整備事業費(耕)、農地環境
整備事業費(耕)、耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費(耕)、
経営体育成基盤整備事業費(耕)、基盤整備促進事業費(耕)、県営事
業計画調査費(耕)、農地集積基盤整備事業費(耕)、特産農産物生産
支援整備事業費(耕)、農村地域活性化農道整備事業費(耕)

③果樹団地化の促進に向けた取り組みの推進
○ ○

果樹団地化促進支援事業費(果)、果樹団地化促進支援事業費(耕)

関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系
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施策４　耕作放棄地を減らし農地を有効活用する 　
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関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系

（３）総合的に耕作放棄地対策を進める

①農地集積機能の強化による耕作放棄地の発
　生抑制対策の推進

○ ○ ○

農業委員会指導費[うち 農業委員会ネットワーク機構補助金、農業
委員会交付金、農地中間管理機構集積支援事業費補助金（農業委
員会ネットワーク機構）、農地中間管理機構集積支援事業費補助
金（農業委員会）、農地利用最適化交付金](総)、中山間地農業活
性化推進事業費[うち 中山間地農業活性化推進事業費補助金](振)、
機構借受農地整備事業費[うち 機構借受農地整備事業費補助
金](振)、農地中間管理事業費(担)、機構集積協力金交付事業費(担)

②耕作放棄地の再生・活用に向けた基盤整備
　の推進

○ ○ ○

企業的農業経営推進支援モデル事業費(振)、耕作放棄地等再生整備
支援事業費(振)、機構借受農地整備事業費[うち 機構借受農地整備
事業費補助金](振)、農地中間管理事業費(担)、畑地帯総合整備事業
費(耕)、農地環境整備事業費(耕)、耕作放棄地解消・発生防止基盤
整備事業費(耕)、経営体育成基盤整備事業費(耕)、基盤整備促進事
業費(耕)、県営事業計画調査費(耕)

③新規作物の栽培や放牧等による多様な耕作
　放棄地の活用促進

○ ○ ○ ○ ○

中山間地農業活性化推進事業費[うち 中山間地農業活性化推進事業
費補助金](振)、やまなし農産物地産地消推進事業費[うち 新特産品
チャレンジ栽培実証事業費](果)、酪農試験場費(畜)、地域特産畑作
生産振興事業費[うち 薬用植物生産拡大支援事業費補助金](花）、
地域適応型新技術等実証事業費(技)
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施策５　成長産業化を支える担い手を育てる 　
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（１）若手農業者を育てる

①就農促進体制の強化

○ ○

農業啓発推進事業費[うち 高校生あぐり体験事業費](技)、就農促進
総合支援事業費[うち 就農トレーニング塾設置事業費](技)、農業大
学校費(技)、就農支援対策事業費[うち 就農支援センター事業費補
助金、新規就農相談等支援体制整備費補助金](担)

②就農定着支援の充実

○ ○

農村青少年組織育成事業費(技)、農業次世代人材投資資金交付事業
費[うち 農業次世代人材投資資金（準備型）、農業次世代人材投資
資金（経営開始型）](担)、就農定着支援制度推進事業費(担)、果樹
王国やまなし就農支援事業費補助金(担)、シニア世代就農促進事業
費補助金(担)

（２）中核的担い手を育てる

①認定農業者の確保・育成

○ ○ ○

畜産総合対策推進指導事業費(畜)、農業近代化資金対策費(技)、経
営体育成総合資金対策費[うち 農業経営基盤強化資金利子助成補助
金、農業信用基金協会特別準備金積立補助金](技)、農林漁業資金
対策費(技)、農村青少年組織育成事業費(技)、農業用機械・施設整
備事業費補助金(担)、果樹王国やまなし就農支援事業費補助金
(担)、シニア世代就農促進事業費補助金(担)

②農業経営の法人化と大規模経営体の育成

○ ○

農業近代化資金対策費(技)、経営体育成総合資金対策費[うち 農業
経営基盤強化資金利子助成補助金、農業信用基金協会特別準備金
積立補助金](技)、農林漁業資金対策費(技)、企業的農業展開支援対
策費[うち 農業経営承継支援事業費補助金](担)

③企業の農業参入の促進
○ ○

企業的農業展開支援対策費[うち 企業的農業推進事業費](担)

④企業の農業参入に向けた基盤整備の推進

○ ○ ○

企業的農業経営推進支援モデル事業費(振)、畑地帯総合整備事業費
(耕)、中山間地域総合整備事業費(耕)、農地環境整備事業費(耕)、
耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費(耕)、経営体育成基盤整
備事業費(耕)、基盤整備促進事業費(耕)、県営事業計画調査費(耕)

関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系
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施策５　成長産業化を支える担い手を育てる 　
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関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系

（３）地域を支える担い手を育てる

①農村女性等の活動促進

○

農業委員会指導費[うち 農業委員会ネットワーク機構補助金、農業
委員会交付金、農地中間管理機構集積支援事業費補助金（農業委
員会ネットワーク機構）、農地中間管理機構集積支援事業費補助
金（農業委員会）、農地利用最適化交付金](総)、やまなし農村女
性活躍支援事業費(技)

②地域の農業を支える農業者組織等の育成
○ ○ ○

普及指導運営費(技)

（４）大学と連携し人材育成を強化する

　
①農業に関する学び直しの支援

○
就農促進総合支援事業費[うち 就農トレーニング塾設置事業
費](技)、農業大学校費(技)

②県内大学や農業系高等学校と連携した農業
　大学校での人材育成強化 ○

農業大学校費(技)
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施策６　観光など様々な分野との連携により農村地域を活性化する 　
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（１）豊かな農業・農村資源を活用する

①アグリビジネスの推進による農村地域の活
　性化

○

農業・農村地域活性化支援事業費[うち 地域活性化アグリビジネス
推進事業費、持続可能な農泊ビジネス育成支援事業費](振)、中山間
地農業活性化推進事業費[うち 中山間地農業活性化推進事業費補助
金](振)

②観光と連携した新たな地域特産品の開発と
　活用促進 ○ ○

農業・農村地域活性化支援事業費[うち 持続可能な農泊ビジネス育
成支援事業費](振)、やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費
[うち ニホンジカ有効活用推進事業費](畜)

③都市農村交流の推進

○ ○ ○

中山間地農業活性化推進事業費[うち 中山間地農業活性化推進事業
費補助金](振)、農地維持・資源向上活動支援事業費(振)、中山間ふ
るさと・水と土保全対策事業費(耕)、広域営農団地農道整備事業費
(耕)、基幹農道整備事業費(耕)、県営事業計画調査費(耕)、農村地域
活性化農道整備事業費(耕)、やまなし二地域居住滞在促進事業費補
助金(地)

④県内への移住の促進

○

中部横断道沿線地域活性化ビジョン推進事業費(地)、やまなし暮ら
し支援センター事業費(地)、やまなし暮らし支援センター体制強化
事業費(地)、やまなし移住・定住総合ポータルサイト活用事業費
(地)、わくわく地方生活実現事業費(地)、中央日本４県合同移住促進
セミナー開催事業費(地)、ふるさと山梨定住機構事業費(地)、移住コ
ンシェルジュチーム活動促進事業費(地)、やまなしＵＩターン就職
支援センター費(地)、山梨移住プロモーション事業費(地)、若年世代
移住セミナー開催事業費(地)、「人口ネットやまなし」情報発信強
化費(地)

（２）みんなで美しい農村景観を守る

①集落機能の強化による多面的機能の確保推
　進

○

中山間地域等直接支払事業費[うち 中山間地域等直接支払交付
金](振)、中山間地農業活性化推進事業費[うち 中山間地農業活性化
推進事業費補助金](振)、農地維持・資源向上活動支援事業費(振)

②世界農業遺産への認定推進 ○ 世界農業遺産認定推進事業費(総)

③環境との調和に配慮した基盤整備の推進

○ ○

廃プラ処理対策費[うち 農業用廃プラスチック処理対策費負担
金](果)、中山間ふるさと・水と土保全対策事業費(耕)、地域用水環
境整備事業費(耕)

関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系
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施策６　観光など様々な分野との連携により農村地域を活性化する 　
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関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系

（３）地域ぐるみで鳥獣被害を防ぐ

①地域ぐるみによる野生鳥獣被害防止対策の
　推進 ○ ○

地域適応型新技術等実証事業費(技)、鳥獣害防止対策総合実践事業
費[うち 鳥獣被害防止総合対策事業費補助金、鳥獣害対策指導体制
整備事業費](技)、総合農業技術センター費(技)

②効果的・計画的な野生鳥獣被害防止施設の
　整備

○ ○

総合農業技術センター費(技)、畑地帯総合整備事業費(耕)、中山間地
域総合整備事業費(耕)、農地環境整備事業費(耕)、耕作放棄地解消・
発生防止基盤整備事業費(耕)、経営体育成基盤整備事業(耕)、基盤整
備促進事業費(耕)、鳥獣害防止事業費(耕)

③野生鳥獣の適切な管理の推進

○

特定鳥獣適正管理事業費(み)、ニホンジカ保護管理事業費[うち 個体
数調整捕獲事業費、わな捕獲促進強化事業費、認定鳥獣捕獲等事業
者集中捕獲事業費](み)
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施策７　新たな課題に対応する 　
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（１）農村高齢者の生きがいを支援する

①農山村と連携した企業の農園づくりの促進
○

②植物工場などの農村高齢者就業機会の確保
○

③農業に関する学び直しの支援（再掲）
○

就農促進総合支援事業費[うち 就農トレーニング塾設置事業
費](技)、農業大学校費(技)

（２）地球温暖化に対応する

①温暖化に対応した新品目・品種、栽培技術
　の開発 ○ ○

畜産試験費(畜)、酪農試験費(畜)、試験研究員研修費(技)、客員研
究員設置費(技)、総合農業技術センター費(技)、果樹試験場費(技)

②温暖化に対応した農業技術等の普及推進
○

専門技術調査活動費(技)、地域適応型新技術等実証事業費(技)

（３）災害に強い県土をつくる

①農業用施設の長寿命化・耐震化の推進

○

かんがい排水事業費(耕)、調査設計事業費(耕)、県営事業計画調査
費(耕)、県営ため池等整備事業費(耕)、土地改良施設耐震対策事業
費(耕)、障害防止対策耕地事業費(耕)、団体営ため池等整備事業費
(耕)

②防災・減災のための農業用施設等の整備の
　推進 ○

県営事業計画調査費(耕)、県営ため池等整備事業費(耕)、農村災害
対策整備事業費(耕)、地すべり対策事業費(耕)、農業用河川工作物
等応急対策事業費(耕)

③農村の生活環境の整備推進
○

中山間地域総合整備事業費(耕)、県営事業計画調査費(耕)

④災害に対する生産技術対策等の普及推進

○ ○ ○

組合等指導費(総)、雪害緊急対策事業費[うち 被災ハウス復旧支援
事業費補助金](果)、野菜指定産地等振興費[うち やまなし農業用ハ
ウス強靱化緊急対策事業費補助金](果)、農業災害対策資金(技)、雪
害復旧資金対策費[うち 農業施設復旧支援対策資金利子補給補助
金、償還円滑化緊急借換資金利子補給補助金、被災農業者リスケ
ジュール資金利子補給補助金、雪害対策経営安定化支援資金利子
補給補助金](技)、専門技術調査活動費(技)、地域適応型新技術等実
証事業費(技)

⑤清流浄化対策の推進
○

農業集落排水事業費(耕)

関係課室 　　　　　　　　　　　主な関連事業

※(総)：農政総務課、(振)：農村振興課、
　(果)：果樹・６次産業振興課、(販)：販売・輸出支援室、
　(畜)：畜産課、(花)：花き農水産課、(技)：農業技術課、
　(担)：担い手・農地対策室、(耕)：耕地課、
　(地)：地域創生・人口対策課、(消)：消費生活安全課、
　(み)：みどり自然課、(林)：林業振興課、(ス)：スポーツ健康課

農政部 他部局

施策体系
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第４　新・やまなし農業大綱の施策を推進する事業

１　施策体系と施策番号

施策番号 施策番号 施策番号

（３）野菜

（１）県内の販路を広げる ①高品質化、低コスト化を目指した施設化、機械化の 3-(3)-① （１）若手農業者を育てる

①県産農産物の利用促進と供給強化 1-(1)-① 　推進 ①就農促進体制の強化 5-(1)-①

②生産者と消費者の交流による地元農産物の購買機運 1-(1)-② ②地域の特性を生かした伝統・特産野菜の生産振興、 3-(3)-② ②就農定着支援の充実 5-(1)-②

　の醸成 　新品目等の導入支援 （２）中核的担い手を育てる

③食育の推進・県民運動の展開 1-(1)-③ ③次世代型野菜生産システム普及定着の推進 3-(3)-③ ①認定農業者の確保・育成 5-(2)-①

（２）国内の販路を広げる ④野菜生産出荷安定対策の推進 3-(3)-④ ②農業経営の法人化と大規模経営体の育成 5-(2)-②

①県産農産物のブランド強化 1-(2)-① （４）花き ③企業の農業参入の促進 5-(2)-③

②県産農産物の新たな販路の開拓 1-(2)-② ①オリジナル花きの開発・産地化と販路拡大の推進 3-(4)-① ④企業の農業参入に向けた基盤整備の推進 5-(2)-④

（３）海外の販路を広げる ②省力化、低コスト化を目指した技術開発と普及推進 3-(4)-② （３）地域を支える担い手を育てる

①東南アジア諸国への輸出の拡大 1-(3)-① （５）畜産 ①農村女性等の活動促進 5-(3)-①

②輸出向け生産出荷体制の整備 1-(3)-② ①県産食肉のブランド力の強化と生産農家の育成 3-(5)-① ②地域の農業を支える農業者組織等の育成 5-(3)-②

（４）安全で安心な農産物を供給する ②乳製品、鶏卵等新たなブランド品の開発 3-(5)-② （４）大学と連携し人材育成を強化する

①ＧＡＰ、ＨＡＣＣＰ等の導入推進 1-(4)-① ③高付加価値化、低コスト化技術等の開発と普及推進 3-(5)-③ 　 ①農業に関する学び直しの支援 5-(4)-①

②適正な食品表示の徹底 1-(4)-② ④家畜等の疾病対策と防疫体制の強化 3-(5)-④ ②県内大学や農業系高等学校と連携した農業大学校 5-(4)-②

③農薬等の適正使用の推進 1-(4)-③ （６）水産 　での人材育成強化

①内水面漁業の振興 3-(6)-①

（１）再生可能エネルギー等を有効に活用する ②新たな県産ブランド魚の開発と普及 3-(6)-② （１）豊かな農業・農村資源を活用する

①地中熱等再生可能エネルギーの活用技術の開発促進 2-(1)-① ③陸上養殖を活用した新たな特産品開発の推進 3-(6)-③ ①アグリビジネスの推進による農村地域の活性化 6-(1)-①

②省エネ施設園芸の推進 2-(1)-② ④カワウ等による水産資源の被害防止と保全対策の 3-(6)-④ ②観光と連携した新たな地域特産品の開発と活用促進 6-(1)-②

③農村資源を活用した再生可能エネルギーの利用拡大 2-(1)-③ 　推進 ③都市農村交流の推進 6-(1)-③

（２）地域資源を６次産業化で有効に活用する （７）地域特産品等 ④県内への移住の促進 6-(1)-④

①６次産業化支援体制の充実 2-(2)-① ①茶等の生産拡大、新たな加工品開発の推進 3-(7)-① （２）みんなで美しい農村景観を守る

②県産農産物を活用した新たな加工品開発の推進 2-(2)-② ②薬草等新たな特産品の発掘と産地化 3-(7)-② ①集落機能の強化による多面的機能の確保推進 6-(2)-①

③農商工連携や農林漁業成長産業化ファンドの活用 2-(2)-③ ③有機の郷づくりの推進 3-(7)-③ ②世界農業遺産への認定推進 6-(2)-②

　促進 ④化学肥料、化学合成農薬を低減する栽培の推進 3-(7)-④ ③環境との調和に配慮した基盤整備の推進 6-(2)-③

（３）現場の普及指導体制を強化する （３）地域ぐるみで鳥獣被害を防ぐ

①ＪＡの営農指導員との連携やＩＣＴを活用した普及 2-(3)-① （１）中心経営体に農地を集積する ①地域ぐるみによる野生鳥獣被害防止対策の推進 6-(3)-①

　活動の展開 ①人・農地プランの充実支援 4-(1)-① ②効果的・計画的な野生鳥獣被害防止施設の整備 6-(3)-②

②農援隊のネットワーク化と人材育成の推進 2-(3)-② ②農地中間管理機構の活用促進 4-(1)-② ③野生鳥獣の適切な管理の推進 6-(3)-③

③生産現場におけるロボット等の生産支援システムの 2-(3)-③ ③農地集積の促進に向けた基盤整備の推進 4-(1)-③

　開発推進 （２）競争力を高める基盤整備を推進する （１）農村高齢者の生きがいを支援する

①担い手のニーズに合った基盤整備の推進 4-(2)-① ①農山村と連携した企業の農園づくりの促進 7-(1)-①

（１）水稲・麦等 ②果樹産地等における再編整備の推進 4-(2)-② ②植物工場などの農村高齢者就業機会の確保 7-(1)-②

①水田農業における産地競争力強化と低コスト化の 3-(1)-① ③果樹団地化の促進に向けた取り組みの推進 4-(2)-③ ③農業に関する学び直しの支援（再掲） 7-(1)-③

　推進 （３）総合的に耕作放棄地対策を進める （２）地球温暖化に対応する

②実需者と連携した米、麦等の生産拡大 3-(1)-② ①農地集積機能の強化による耕作放棄地の発生抑制 4-(3)-① ①温暖化に対応した新品目・品種、栽培技術の開発 7-(2)-①

③飼料用米等の新規需要米の生産拡大 3-(1)-③ 　対策の推進 ②温暖化に対応した農業技術等の普及推進 7-(2)-②

④米穀の需要調整の推進 3-(1)-④ ②耕作放棄地の再生・活用に向けた基盤整備の推進 4-(3)-② （３）災害に強い県土をつくる

（２）果樹 ③新規作物の栽培や放牧等による多様な耕作放棄地の 4-(3)-③ ①農業用施設の長寿命化・耐震化の推進 7-(3)-①

①市場ニーズに対応した果樹の優良品種の開発と普及 3-(2)-① 　活用促進 ②防災・減災のための農業用施設等の整備の推進 7-(3)-②

　推進 ③農村の生活環境の整備推進 7-(3)-③

②やまなしブランド果実の生産、供給体制の強化 3-(2)-② ④災害に対する生産技術対策等の普及推進 7-(3)-④

③低コスト化を目指した果樹栽培施設の普及推進 3-(2)-③ ⑤清流浄化対策の推進 7-(3)-⑤

④本県に適した醸造用ぶどうの開発と高品質化の推進 3-(2)-④

⑤ワイナリーと連携した醸造用ぶどうの生産拡大 3-(2)-⑤

施策体系 施策体系 施策体系

１　戦略的なマーケティングで販路を広げる

２　生産の効率化、高付加価値化を進める

４　耕作放棄地を減らし農地を有効活用する

５　成長産業化を支える担い手を育てる

３　高品質化、低コスト化で産地を強化する

６　観光など様々な分野との連携により農村地域を活性化する

７　新たな課題に対応する
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２　各課室の主な事業

【農政総務課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

農業の日等啓発事業費 3,200 1-(1)-②

県農業まつり実施費等負担金 2,900 1-(1)-②

世界農業遺産認定推進事業費 5,174 6-(2)-②

農業委員会等指導費 180,621 4-(1)-①、4-(1)-②、
4-(3)-①、5-(3)-①

農業委員会ネットワーク機構補助金 23,358 4-(3)-①、5-(3)-①

農業委員会交付金 56,572 4-(3)-①、5-(3)-①

農地中間管理機構集積支援事業費補助金
（農業委員会ネットワーク機構）

8,000 4-(3)-①、5-(3)-①

農地中間管理機構集積支援事業費補助金
（農業委員会）

19,000 4-(1)-②、4-(3)-①、
5-(3)-①

農地利用最適化交付金 73,691 4-(1)-①、4-(1)-②、
4-(3)-①、5-(3)-①

組合等指導費 470 7-(3)-④　農業共済制度、収入保険制度の適正かつ円滑な事業運営を図るための
各種調査の実施及び農業共済団体に対する指導を行う。

　農業・農村の果たす役割等について広く県民に理解を求めるととも
に、県産農畜産物に対する理解と消費拡大を推進し、本県農業・農村の
活性化を図る。

　峡東地域の歴史ある果樹栽培や農業景観等を保全し次世代へ継承する
ため、世界農業遺産認定に向けた取り組みを推進する。

　農地利用の最適化を図るため、農業委員及び農地利用最適化推進委員
の活動に対し、交付金を交付する。

　農業委員会ネットワーク機構が行う農業委員会等に関する法律に規定
された業務等に要する経費に対し助成する。

　農業委員及び農地利用最適化推進委員の基礎的な報酬等の経費に対
し、交付金を交付する。

　農業委員及び農地利用最適化推進委員の資質向上に向けた研修の実施
等に要する経費に対し助成する。

　遊休農地の所有者の利用意向調査、農地台帳の情報更新等に要する経
費に助成する。

　事業主体　県農業まつり実行委員会
　補助率　　定額

事業名等 主な該当施策番号事業内容

　県農業委員会ネットワーク機構及び市町村農業委員会が行う事業等に
対し助成する。

予算額（千円）
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【農村振興課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

中山間地域等直接支払事業費 423,211 6-(2)-①

中山間地域等直接支払交付金 419,000 6-(2)-①

農業・農村地域活性化支援事業費 2,346 2,500 6-(1)-①、６-(１)-②

地域活性化アグリビジネス推進事業費 800 6-(1)-①

【新】持続可能な農泊ビジネス育成支援
事業費

2,500 6-(1)-①、６-(１)-②

中山間地農業活性化推進事業費 14,836 1-(2)-①、2-(2)-②、
4-(3)-①、4-(3)-③、
6-(1)-①、6-(1)-③、
6-(2)-①

中山間地農業活性化推進事業費補助金 14,836 1-(2)-①、2-(2)-②、
4-(3)-①、4-(3)-③、
6-(1)-①、6-(1)-③、
6-(2)-①

40,000 2-(2)-②、3-(1)-①、
3-(2)-②、3-(3)-①、
3-(3)-②、3-(3)-③、
3-(3)-④、3-(4)-①、
3-(4)-②、3-(7)-①

【新】未来を拓くやまなし農業応援事業
費補助金

40,000 2-(2)-②、3-(1)-①、
3-(2)-②、3-(3)-①、
3-(3)-②、3-(3)-③、
3-(3)-④、3-(4)-①、
3-(4)-②、3-(7)-①

　中山間地域における耕作放棄地の発生を防止し、農業・農村の持つ多
面的機能を確保するため、協定に基づく農業生産活動等を継続する農業
者等に対して、直接支払を実施する。

　農村地域の活性化を図るため、地域活性化計画の策定や農業者等によ
る地域資源を活用した取り組みを支援する。

　事業主体　農業者の組織する団体等
　補助率　　国 1/2～1/3　　県 1/4～1/3　市町村 1/4～1/3

　中山間地農業の活性化を図るため、課題解決に必要な県及び市町村の
取り組みを推進する。

　事業主体　県、市町村
　補助率　　定額

　県内各地の農村地域の古民家や伝統食などを観光資源として活用した
農泊を推進するため、ビジネスプランの策定等に対し支援する。

　高収益な農業の実現や美しい農村景観の保全活用に向けて、施設整備
等に対し助成する。

　事業主体　市町村、農業協同組合、営農集団等
　補助率　　1/2以内

【新】未来を拓くやまなし農業応援事業費

事業名等

　農業者等による地域資源の発掘、活用を通じ、地域農業の活性化を図
る。

主な該当施策番号事業内容

予算額（千円）
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【農村振興課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 主な該当施策番号事業内容

予算額（千円）

農地維持・資源向上活動支援事業費 329,171 6-(1)-③、6-(2)-①

企業的農業経営推進支援モデル事業費 60,000 4-(3)-②、5-(2)-④

耕作放棄地等再生整備支援事業費 25,000 4-(3)-②

機構借受農地整備事業費 50,000 13,000 4-(1)-②、4-(1)-③、
4-(3)-①、4-(3)-②

機構借受農地整備事業費補助金 50,000 13,000 4-(1)-②、4-(1)-③、
4-(3)-①、4-(3)-②

　事業主体　農地中間管理機構、市町村
　補助率　　定額

　農地中間管理機構が借り受けた農地の整備に対し助成する。

　企業などの農業参入を促進するため、ほ場や農道などの生産基盤の条
件を整備するモデル的な取り組みに対して助成する。
　事業主体　　市町村、農地保有合理化法人等
　補助率　　　1/2

　農地、農業用水等の農村の資源や環境の良好な保全と質的向上を図る
ため、地域ぐるみの共同活動を支援する。
　事業主体　活動組織
　・農地維持支払交付金
　　　田　　3,000円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　　　畑　　2,000円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　　　草地　　250円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　・資源向上支払交付金：地域資源の質的向上を図る共同活動
　　　田　　2,400円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　　　畑　　1,440円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　　　草地　　240円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　・資源向上支払交付金：施設の長寿命化のための活動
　　　田　　4,400円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　　　畑　　2,000円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）
　　　草地　　400円／10a（国1/2、県1/4、市町村1/4）

　優良農地を確保し、農村景観の保全を図るため、耕作放棄地を解消す
る取り組みに対し助成する。
　事業主体　　市町村、土地改良区等
　補助率　　　1/2

- 24 -



【果樹・６次産業振興課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

やまなし農産物地産地消推進事業費 17,116 1-(1)-①、1-(2)-②、
2-(2)-①、2-(2)-②、
2-(2)-③、3-(3)-②、
3-(7)-①、4-(3)-③

６次産業化ネットワーク活動支援事業費 10,100 1-(2)-②、2-(2)-①、
2-(2)-③

新特産品チャレンジ栽培実証事業費 2,000 1-(1)-①、3-(3)-②、
3-(7)-①、4-(3)-③

美味しい甲斐開発プロジェクト事業費 4,356 2-(2)-②

地域食品産業活性化総合推進事業費 176 1-(4)-②

ぶどうウイルスフリー苗供給対策事業費 6,106 3-(2)-①

高品質果実生産推進事業費 3,762 3-(2)-①

民間育種選抜支援事業費補助金 500 3-(2)-①

果樹団地化促進支援事業費 337 4-(2)-③

予算額（千円）

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

　ウイルスフリー苗への計画的な改植によるぶどうの高品質化を図るた
め、ぶどうの原母樹園の設置管理及びウイルス検定等を行う。

　県外産地との競争の激化、消費者ニーズの多様化等に対応するため、
県独自のオリジナル品種の育成にあたり、県で育成する品種と併せて、
民間で育成した新品種の育成等に対し支援する。

　地元の農産物を地元で消費する地産地消を推進するための体制づくり
を進める。

　県産農畜産物を主な原料とした優れた加工食品を認証することで、食
品産業の振興を図る。

　果樹産地における生産性の向上を図るため、ほ場の団地化に向けた地
域の合意形成を図る。

　6次産業化の支援体制を整備し、農林漁業者へのサポート活動、人材
育成研修会、インターンシップ研修等を開催し、6次産業化を推進す
る。

　果樹や野菜等の産地の維持・発展に向け、新たな特産品を作るため、
新品目や新作型にチャレンジする生産者と協働で県内の適応を実証す
る。

　地産訪消に資する加工品を開発する取り組みの一部に助成する。
　事業主体　　農業者等（加工業者等との連携によるものに限る。）
　補助率　　　1/2以内

　開発商品の販売力強化策として「商品の見える化」の推進を図る。
　実施主体　　一般社団法人やまなし美味しい甲斐
　

　　事業主体　　（公社）県果樹園芸会　等
　　補助率　　　1/2以内
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【果樹・６次産業振興課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

予算額（千円）

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

山梨県オリジナル品種産地確立事業費 1,900 3-(2)-①

山梨県オリジナル品種産地確立事業費補
助金

1,900 3-(2)-①

ワイン産地確立推進事業費 15,370 3-(2)-④、3-(2)-⑤

優良系統選抜・供給事業費 1,181 200 3-(2)-④

栽培技術確立事業費 3,937 3-(2)-④

早期成園化・省力化技術開発費 1,530 3-(2)-④

醸造用甲州ぶどう産地育成強化事業費補
助金

5,250 3-(2)-⑤

醸造用ぶどうづくりチャレンジ事業費 3,472 3-(2)-⑤

雪害緊急対策事業費 6,917 7-(3)-④

被災ハウス復旧支援事業費補助金 6,917 7-(3)-④　　事業主体　　被災ハウス栽培復旧事業で整備した施設を
　　　　　　　　借り受ける農家
　　補助率　　　1/3以内

　世界に発信するワイン産地やまなしの確立を図るため、醸造用原料ぶ
どうの高品質化と生産拡大に取り組む。

　低コスト耐候性ハウス施設を借り入れる農家の賃借料を軽減させるた
め補助する。

　新たに開始する醸造用甲州ぶどうの栽培に対し助成する。
　　事業主体　　醸造用ぶどう安定取引推進会議
　　補助率　　　定額

　醸造用ぶどうの生産希望者を対象とした栽培管理等のセミナー、ぶど
うの栽培体験やワインの醸造体験等を通じ、新たな担い手の確保を図
る。

　事業主体　　県オリジナル品種ブランド化推進会議
　補助率　　　1/2以内

　欧州系品種及び甲州種の台木、仕立て法等、醸造用原料ぶどうの高品
質化に向けた栽培技術を確立する。

　果樹試験場明野ほ場において、収益性向上につながる省力化や早期成
園化技術の開発を行う。

　果樹産地強化を図るため、オリジナル品種の普及とブランド化に対し
助成する。

　本県の環境に適応する欧州系品種及び甲州種の優良系統・品種の選抜
を行う。
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【果樹・６次産業振興課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

予算額（千円）

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

9,884 3-(3)-④、7-(3)-④

【臨】やまなしの野菜振興計画策定費 469 3-(3)-④

【新】やまなし農業用ハウス強靱化緊急
対策事業費補助金

9,415 7-(3)-④

野菜生産出荷安定対策費 17,763 3-(3)-④

野菜生産出荷安定資金造成事業費補助金 14,411 3-(3)-④

野菜価格安定事業費補助金 3,352 3-(3)-④

廃プラ処理対策費 1,519 6-(2)-③

農業用廃プラスチック処理対策費負担金 1,519 6-(2)-③

野菜指定産地等振興費

　災害に強い施設園芸産地づくりのため、農業者が行う農業用ハウスの
補強等の整備に対して助成する。
　　事業主体　農業協同組合、農業者
　　補助率　　1/2以内

　(公社)山梨県農業用廃プラスチック処理センターの運営費の一部を支
出する。

　農業用廃プラスチックを適正に処理し、環境公害を未然に防止すると
ともに、施設園芸の振興を図る。

　指定野菜等の販売価格が著しく低落した場合、生産者に価格差補給金
を交付するための資金造成に要する経費に助成する。

　　事業主体　　（公社）県青果物経営安定基金協会
　　補助率　　　国 3/5、県・生産者 1/5

　　事業主体　　（公社）県青果物経営安定基金協会
　　補助率　　　特定野菜　国・県・生産者 1/3
　　　　　　　　一般野菜　県 2/3、生産者 1/3

　野菜をめぐる情勢の変化に的確に対応するため、新たな「やまなしの
野菜振興計画」を策定し地域の特性を生かした野菜産地の振興を図る。

　野菜生産を取り巻く環境変化に的確に対応するため、新たな野菜振興
計画を策定する。
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【販売・輸出支援室】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

143 1-(2)-①

うんといい山梨さんプロジェクト費 143 1-(2)-①

農産物ブランド化推進事業費 21,039 1-(2)-①、1-(2)-②

県産農産物マーケティングリサーチ事業
費

294 1-(2)-①

農産物ブランド化支援事業費補助金 14,000 1-(2)-①

農産物流通販売強化対策事業費補助金 4,457 1-(2)-②

やまなし農産物地産地消推進事業費 1,111 1-(1)-①

食のやまなし地産地消推進大会費 211 1-(1)-①

農産物直売所魅力アップ支援事業費 900 1-(1)-①

事業名等 事業内容

　県産農産物のブランド力、販売競争力の強化を図るため、高品質な県
産農産物として認証された「うんといい山梨さん」の販路拡大等を行
う。

　県産農産物等の利用促進を図るため、地産地消、地産訪消を推進す
る。

逸品農産物魅力発信事業費

予算額（千円）

主な該当施策番号

　県産農産物の販路開拓・拡大を図るため、農業関係団体と協働して、
市場情報等の収集や流通・販売業者との関係構築を実施するとともに、
農業法人等の販路開拓に向けた取り組みを支援する。

　「富士の国やまなしの逸品農産物認証制度」の運用や活用方策の検討
を行う「うんといい山梨さんプロジェクト」推進委員会の開催を行う。

　県産農産物の販売競争力の強化を図るため、市場・流通関係者と意見
交換等を行う。

　認証農産物の周知等を通じ、農産物の産地としての本県のイメージ
アップを図るため、ＰＲイベント等を実施する。
　補助先　　県農畜産物販売強化対策協議会
　補助率　　1/2以内

　市場・流通、輸出に関する情報収集等を行う農産物インフォメーショ
ンセンター・輸出促進センターの運営に対し助成する。
　補助先　　県農畜産物販売強化対策協議会
　補助率　　1/2以内

　農産物の地産地消を推進するため、県内における地産地消の優良事例
の表彰や講演等を実施する。

　農産物直売所の販売力強化を図るため、農産物直売所の外国人受入体
制を整備する。
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【販売・輸出支援室】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容

予算額（千円）

主な該当施策番号

農産物海外販路拡大支援事業費 41,635 20,934 1-(3)-①

【新】海外市場開拓事業費 8,753 1-(3)-①

県産農産物トライアル輸出事業費 2,741 1-(3)-①

【新】海外プロモーション事業費 8,679 1-(3)-①

【臨】県産果実等輸出促進在り方検討事
業費

761 1-(3)-①

農産物輸出拡大サポート事業費補助金 922 1-(3)-①

輸出チャレンジャー育成事業費 638 1-(3)-①

県産農産物等海外販売・情報発信拠点設
置費

39,350 1-(3)-①

卸売市場流通対策費 584 1-(1)-①

　県産農産物の海外への販路拡大や認知度向上を図るため、台湾、タ
イ、マレーシア、インドネシアにおいてプロモーション活動を実施す
る。

　アジア地域における県産果実等の販売促進活動を強化するための新た
な体制を検討する。

　台湾、香港等の百貨店における期間限定のフルーツショップ設置に対
する支援等により販路拡大を図る。
　補助先　　県果実輸出促進協議会
　補助率　　県費1/2以内

　県産農産物や加工品の海外への販路拡大を図るため、輸出に意欲的な
農業法人等の取り組みを支援する。

　青果物等の安定供給に資するため、卸売市場における流通の円滑化を
図る。

　農産物の輸出拡大を図るため、効果的な情報発信を行うとともに、現
地小売業者・流通関係者との関係を構築する。

　東南アジアを中心に県産農産物等の販路拡大を図るため、マレーシ
ア、シンガポールに常設の販売・情報発信拠点を設置・運営する。

　県産農産物の輸出拡大を図るため、輸出解禁が期待される中国、ベト
ナムにおいてマーケティング調査や国際展示会への出展等を行う。

　県産農産物の輸出拡大を図るため、本格的な輸出実績がないアラブ首
長国連邦へのテスト輸出を行う。
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【畜産課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

畜産総合対策推進指導事業費 8,318 3-(5)-①、5-(2)-①

食肉等流通合理化推進事業費 2,719 1-(4)-①

家畜衛生技術指導事業費 1,948 1-(4)-①

飼料関係対策事業費 4,949 1-(4)-③、3-(5)-③

3,235 1-(1)-②、3-(5)-①、
3-(7)-①、6-(1)-②

フェスタまきば開催費補助金 670 1-(1)-②、3-(5)-①

ニホンジカ有効活用推進事業費 2,565 3-(5)-①、3-(7)-①、
6-(1)ｰ②

畜産環境総合対策事業費 637 3-(7)-④

自給飼料増産促進事業費 51 3-(5)-③

予算額（千円）

事業名等 事業内容

やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費

　家畜ふん尿の適正な処理や適切な飼養管理、臭気対策等に対するの指
導を行う。

　畜産農家の経営改善と安定を図るため、畜産農家、市町村、農協職員
及び診療獣医師を対象に家畜保健衛生所が中心となり、監視・危機管理
体制の整備、生産性向上対策、畜産物の安全性の確保等に関する事業を
行う。

　生産者や流通業者に食肉の生産・出荷に関する情報を提供し、流通の
合理化等を推進する。また、消費者が安心して県産・国産牛肉を購入・
消費できる体制づくりを行う。

主な該当施策番号

　畜産農家の経営・生産技術の高度化を図るため、支援指導体制の確
立、専門家による支援指導等を行う。
　委託先　　（公社）県畜産協会
　委託料　　2,03４千円

　県及び市町村段階における畜産関係事業の円滑な事業の実施を図るた
め、総合的な推進・指導を実施する。また、家畜個体識別システムの普
及定着、家畜個体識別情報の活用を促進する。

　県内における飼料自給率の向上を図るために、県関係機関・団体を構
成員とする会議を開催し、自給飼料増産に関する推進方策の検討等を行
う。

　県立まきば公園で開催されるフェスタまきばの運営費に対し助成す
る。
　事業主体　　フェスタまきば実行委員会
　補助率　　　定額

　捕獲したニホンジカを有効活用するため、シカ肉のブランド化と消費
拡大に向けた取り組みを行う。

　自給飼料の生産技術開発、普及を行うとともに、飼料の安全性の確保
及び適正な使用を推進する。

　「甲州」統一ブランド食肉、シカ肉のブランド化等の情報を発信し、
販路の拡大を図る。
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【畜産課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

予算額（千円）

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

やまなしエコフィード利用促進事業費 51 3-(5)-③

乳用牛改良推進事業費 19,508 3-(5)-①

優良乳用供卵牛選抜事業費 18,279 3-(5)-①

乳用牛群検定推進事業費補助金 973 3-(5)-①

肉用牛改良推進事業費 920 3-(5)-①

高品質和牛倍増プラン推進事業委託料 550 3-(5)-①

県立牧場管理費 217,713 3-(5)-①

県立牧場管理業務委託料 191,962 3-(5)-①

豚の改良増殖費 13,989 3-(5)-①

品種維持・増殖経費等 2,790 3-(5)-①

フジザクラ開放型育種改良事業費 11,199 3-(5)-①

　豚の品種の維持、増殖及び「系統豚フジザクラ（ランドレース種）」
の開放型育種を行う。

　農家の乳用牛、肉用牛の周年預託管理並びに県有牛の優良子牛を肉用
牛農家に供給するとともに、牧場及び周辺地域の家畜ふん尿の堆肥化処
理を行う。

　育種価の計算分析による肉用牛の効率的な改良を進めるとともに、県
内産高品質和牛の増頭を図る。

　畜産農家の経営安定と循環型社会の構築を図るため、食品残さを飼料
として有効利用する取り組みを推進する。

　アメリカから導入したスーパーカウの娘牛などの高能力牛を酪農試験
場において増殖のうえ、泌乳能力検定等を実施し、優秀な供卵牛を確保
する。

　乳用牛群の乳量、乳質等の総合的な能力検定を実施するとともに、同
検定により得られた情報をもとに農家指導を行い牛群の改良と飼養管理
の効率化を図る。
　補助先　　県乳用牛群検定組合

　育種価を基に、高能力牛の計画的利用等を促進し、生産子牛の高品質
化による繁殖経営の安定化と優良肥育もと牛の県内確保を推進する。

　乳用牛の改良増殖を推進し、農家の乳用雌牛の能力向上を図る。

　県立八ヶ岳牧場の指定管理者に管理運営を委託する。
　委託先　　（公財）県子牛育成協会

　農家に優良な種豚及び精液を供給するため、大ヨークシャー種、デュ
ロック種等の維持・増殖を行う。

　優良なランドレース種を農家に供給するため、系統豚「フジザクラ
（ランドレース種）」に他県の系統豚を交配し、雌系種豚としての能力
を高める改良を行う。
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【畜産課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

予算額（千円）

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

新銘柄豚生産拡大促進事業費 29,408 3-(5)-①

鶏の改良増殖費 13,373 3-(5)-①

受精卵供給促進事業費 8,776 3-(5)-①

肉用子牛価格安定対策事業費 833 3-(5)-①

畜産経営体質強化事業費 767 3-(5)-①

家畜病性鑑定事業費 28,329 3-(5)-④

家畜伝染病予防費 7,741 3-(5)-④

自衛防疫強化総合対策事業費 1,759 3-(5)-④

自衛防疫強化総合対策費補助金 1,185 3-(5)-④

　乳肉用牛の良質な受精卵の供給による高品質牛の生産を促進するとと
もに、受精卵移植技術の普及を図る。

　アイオワ州等から導入した基礎豚をもとに開発した「フジザクラＤ
Ｂ」を維持し農家に供給するとともに、「甲州富士桜ポーク」生産のた
めの組み合わせ検定を行う。

　県が開発した「甲州地どり」と「甲州頬落鶏」の普及を推進するた
め、種鶏の維持と増殖を行う。

　家畜伝染病に対する畜産農家の組織的な自主防衛と、安全で高品質な
畜産物の生産を推進する。

　家畜の疾病による損耗を防止するため、病理、細菌、ウイルス、生化
学検査による不明疾病の解明及び早期診断を行う。また、BSEの原因究
明のための死亡牛検査を行う。

　家畜伝染病の発生予防、蔓延防止のため、家畜伝染病予防法に基づく
検査及び初動防疫資材の備蓄を行う。また、高病原性鳥インフルエンザ
発生予防のためのモニタリング検査を行う。

　子牛価格が保証基準価格を下回った場合の生産者補給金の交付によ
り、肉用子牛生産の安定化を図る。

　畜産経営の改善を図るため、長期低利資金の融通が円滑に行われるよ
う利子補給と経営指導体制体制の整備を行う。

　伝染病の発生予防のため、農家自らが取り組むワクチン接種等に対し
助成する。
　事業主体　　（公社）県畜産協会
　補助率　　　1/3以内、定額
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【畜産課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

予算額（千円）

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

畜産試験費 56,450 1,385 3-(5)-①、3-(5)-②、
3-(5)-③、7-(2)-①

酪農試験費 76,389 3-(5)-①、3-(5)-②、
3-(5)-③、4-(3)-③、
7-(2)-①

　豚、鶏を対象に、経営形態や就業構造の変化に配慮しながらの低コス
ト・高品質畜産物の生産及び技術の高位・平準化を図りつつ、消費者
ニーズに立脚した持続的で安定的かつ生産性の高い生産技術の開発に取
り組む。
　・特産飼料の給与等によるプレミアム豚肉の開発（H30～Ｒ2）
　・機能性資材を用いたブランド鶏卵の生産技術の開発（H29～Ｒ1）
　・肉豚の格付成績向上を目指した厚脂改善技術の確立（H29～Ｒ1）
　・暑熱時における母豚の繁殖改善技術の開発（R1～R3）　等

　大家畜（牛）を対象に、飼養管理技術の高度化、牧草の新品種育成や
栽培・調整技術の改善、放牧の活用による自給飼料の増産、地域未利用
資源の有効活用、地域社会と調和した生産性の高いゆとりある経営の育
成等のための技術開発を主要目標に掲げ、土－草－牛の資源循環に基づ
く生産の効率化を中心に土地利用システムの研究を行う。
　・生産性向上のための乳用牛のストレス低減技術（Ｒ1～Ｒ3）
　・甲州牛増産に向けた効率的採卵サイクルの確立（H29～Ｒ1）
　・牛体外受精卵の高度生産技術の確立（H30～Ｒ2）　等
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【花き農水産課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

稲作等経営強化対策事業費 60,632 3-(1)-①、3-(1)-④

経営所得安定対策推進事業費補助金 56,324 3-(1)-①、3-(1)-④

内水面漁場管理委員会費 837 3-(6)-①

漁業調整指導費 11,075 2,367 1-(1)-①、1-(2)-①、
3-(6)-②、3-(6)-③、
3-(6)-④

カワウ食害防止総合対策事業費 4,825 3-(6)-④

水面総合利用調整推進事業費 125 3-(6)-④

陸上養殖チャレンジ事業費 845 1-(1)-①、1-(2)-①、
3-(6)-③

マス類新魚養殖技術確立事業費 2,488 3-(6)-②

【新】マス類新魚「富士の介」ＰＲ事業
費

2,367 １-(2)-①、3-(6)-②

主な該当施策番号

　水田・畑作農家の経営強化を図り、生産性の高い効率的かつ安定的な
産地づくりを推進する。

　内水面漁場管理委員会を開催し、内水面に係る事項の調整等を行う。

　漁業協同組合の事業の健全な運営のため、指導・検査を実施するとと
もに、良好な漁場を確保するため、カワウ等による漁業被害への対策を
推進する。
　また、新たな県産魚のブランド化を図るため、陸上養殖の取り組みを
支援する。

　経営所得安定対策等の円滑な推進を図るため、農業者への制度周知、
システム修正、作付面積の確認等に要する経費に助成する。
　事業主体　　県水田畑作農業再生協議会、市町村
　　　　　　　地域農業再生協議会
　補助率　　　定額

　カワウによる放流稚魚等の食害の軽減を図るため、飛来・生息状況の
調査、食害防止措置や一定数の駆除を行うための経費に助成する。
　事業主体　　県、県漁業協同組合連合会
　補助率　　　1/2以内

　魚食性が強い外来魚であるバス類による有用魚類の食害など、増殖事
業への悪影響を防ぐため密放流防止の啓発等を行う。

　新たな県産魚の産地化、ブランド化を推進するため、陸上養殖の導入
に向けた取り組みを行う。
　事業主体　　県、特産品開発グループ

　水産技術センターで開発したマス類新魚「富士の介」の供給体制を構
築するため、養殖技術の確立に向けた取り組みを行う。

事業名等 事業内容

予算額（千円）

　「富士の介」を高級魚として販売するためのプロモーション活動を行
うとともに、生産、加工、流通販売体制を整備する。
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【花き農水産課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業名等 事業内容

予算額（千円）

内水面利用啓発事業費 350 3-(6)-④

内水面利用啓発事業費補助金 350 3-(6)-④

富士湧水の里水族館管理費 36,917 3-(6)-④

富士湧水の里水族館管理委託料 32,515 3-(6)-④

水産技術センター費 80,668 1-(4)-③、3-(6)-①、
3-(6)-②

地域特産畑作生産振興事業費 1,860 3-(7)-①、3-(7)-②、
4-(3)-③

茶産地育成推進事業費補助金 500 3-(7)-①

薬用植物生産拡大支援事業費補助金 600 3-(7)-②、４ｰ(3)-③

　特産農作物の栽培技術の改善や品質向上等を推進し、生産振興を図
る。

　内水面の環境保全と適正な利用に関する知識等の啓発普及を図る。

　県民に魚とのふれあいの場を提供することにより、自然保護に対する
理解を深めるとともに内水面魚業の振興を図る。

　内水面漁業の振興を図るため、淡水魚養殖効率の向上、新養殖魚種の
開発研究、安全・安心な養殖技術の確立に取り組む。また、養殖及び放
流に必要な種苗を供給する。更に河川湖沼における資源管理技術の開
発、漁場環境の実態把握、外来魚やカワウによる漁業被害の軽減に取り
組む。
（試験研究）
　・バイテク魚の特性に関する研究（H5１９～）
　・低魚粉飼料でのニジマス成長優良系統の選抜試験（H２７～）
　・魚食性鳥類による被害の軽減開発（H２８～）
　・天然由来の色素を用いたワカサギ耳石標識技術の開発（H29～）
等

　県内漁場の利用者に対し水産物資源の保全、適正な利用、環境保全等
に関する普及啓発を図る。
　補助先　　県漁業協同組合連合会
　補助率　　1/4以内

　富士湧水の里水族館の指定管理者に管理運営を委託する。
　委託先　　株式会社桔梗屋

　県産茶の品質向上や販路拡大を図るための活動に助成する。
　事業主体　　県茶振興協議会
　補助率　　　1/2以内

　薬用植物の生産を拡大する取り組みを支援する。
　事業主体　　市町村、農業協同組合、営農集団等
　補助率　　　１/２以内
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【花き農水産課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業名等 事業内容

予算額（千円）

新たな水田農業確立推進事業費 62,623 3-(1)-①、3-(1)-②、
3-(1)-③、3-(1)-④

水田情報活用地域支援事業費補助金 1,883 3-(1)-①、3-(1)-④

活力ある水田農業支援事業費補助金 58,000 3-(1)-①、3-(1)-②、
3-(1)-③

やまなしの花総合振興対策費 2,981 335 1-(2)ｰ①、3-(4)-①

ピラミッドアジサイ新品種ブランド化支
援事業費補助金

250 1ｰ(2)ｰ①、3-(4)-①

市場商談会出展事業費 349 1ｰ(2)ｰ①、3-(4)-①

【臨】やまなし花き振興計画策定費 335 3-(4)-①

フラワーセンター管理費 2,000 3-(4)-①

花き振興促進事業費 6,590 3-(4)-①

蚕糸業指導費 200 3-(7)-①

　米の需給調整を推進するための水田情報の整備に要する経費に助成す
る。
　事業主体　　県農業協同組合中央会
　補助率　　　定額

　県内の繭生産と流通の安定を図るため、養蚕農家、織物業者等の関係
者による情報交換、技術研修などの活動を支援する。

　米の需給調整のため、農業者団体が行う水田情報の収集・整備等の取
り組みを支援するとともに、各産地が実施する転作作物、加工用米等の
栽培等の取り組みに対し支援する。

　花きの生産振興を図るため、地域の特色を生かした産地育成と販路開
拓などの取り組みに対し支援する。

　県民に花と親しむ場を提供するフラワーセンターの機能を維持するた
め、施設の修繕等を行う。

　本県花きの生産振興を図るため、研修会の開催、新品種・新技術の実
証展示を行うとともに、生産者への優良種苗の供給を行う。

　米の需給調整の推進と水田の有効活用を図るため、農業機械や加工・
調整設備の整備等に要する経費に助成する。
　事業主体　　市町村、農協、営農集団等
　補助率　　　1/2以内、4/10以内

　本県の花き産業をめぐる情勢の変化へ的確に対応するため、新たな花
き振興計画を策定する。

　ピラミッドアジサイ新品種の早期産地化と販売促進等の取り組みを支
援する。

　県産花きの販路を拡大するため、花き生産者の商談会への参加等の取
り組みを支援する。
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【農業技術課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

農業近代化資金対策費 21,925 5-(2)-①、5-(2)-②

経営体育成総合資金対策費 2,575 5-(2)-①、5-(2)-②

農業経営基盤強化資金利子助成補助金 1,113 5-(2)-①、5-(2)-②

農業信用基金協会特別準備金積立補助金 1,462 5-(2)-①、5-(2)-②

農林漁業資金対策費 1,020 5-(2)-①、5-(2)-②

農業災害対策資金 1,045 7-(3)-④

雪害復旧資金対策費 9,594 7-(3)-④

農業施設復旧支援対策資金利子補給補助金 8,337 7-(3)-④

償還円滑化緊急借換資金利子補給補助金 401 7-(3)-④

主な該当施策番号

　農業者の自主性と創意工夫を生かした、効率的・安定的な経営体の育
成を図るための総合融資制度に対し、利子助成や同融資制度を実現する
ための補助を行う。

　日本政策金融公庫資金の需要調査等の業務を行う。

　自然災害によって損害を受けた農業者の負担を軽減するため、県、市
町村が金融機関に利子補給を行うことで、被害農業者の経営維持・安定
を図る。

　農業経営の近代化、農村生活環境の整備などを目的とした長期・低利
の資金の円滑な活用を図るため、資金借入者の利子負担の軽減措置を講
ずる。
　融資枠　　農業近代化資金　　　　10億円
　　　　　　中山間地域活性化資金　　1億円

事業内容

　無担保、無保証の制度資金の貸付を保証する県農業信用基金協会が積
み立てる特別準備金に補助する。

事業名等

　被災した農業用施設の復旧に係る経費の借り入れに対し利子補給を行
う。
　基準金利　2.25%
　償還期限　25年以内（うち据置10年以内）
　貸付利率　無利子（県1.0%、市町村1.0%、JA等0.25%利子補給）

　補助先　　　　市町村
　利子助成率　　年利0.25%以内

予算額（千円）

　平成26年2月の降雪による被害農家の経営安定と農業産地の維持、発
展を図るために市町村が行う利子補給に対し助成する。

　被災施設に係る既借入金の借り換えに対し利子補給を行う。
　基準金利　2.25%
　償還期間　15年以内（うち据置7年以内）
　貸付利率　無利子（県1.0%、市町村1.0%、JA等0.25%利子補給）
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【農業技術課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業内容事業名等

予算額（千円）

被災農業者リスケジュール資金利子補給補
助金

765 7-(3)-④

雪害対策経営安定化支援資金利子補給補助
金

91 7-(3)-④

防疫推進事業費 2,722 1-(4)-③

農薬飛散防止対策等事業費 9,309 1-(4)-③

安全・安心ブランド農産物推進事業費 8,589 1-(4)-③

マイナー作物等農薬登録促進事業費 720 1-(4)-③

病害虫発生予察事業費 1,653 1-(4)-③

病害虫総合制御技術推進特別対策事業費 1,357 1-(4)-③

病害虫防除所費 2,411 1-(4)-③

　病害虫による被害を最小限度に抑えるため、病害虫の発生状況、被害
程度等を調査するとともに、発生予察情報を提供する。

　農協等が実施する農薬適正使用の啓発活動や技術の普及、出荷前の農
作物に対する残留農薬分析に係る経費に助成するとともに、農薬適正使
用技術を提供する。
（補助事業）
　事業主体　　県農業協同組合中央会、全農やまなし、農協等
　補助率　　　1/2以内

　被災施設での栽培管理に要した経費の借り入れに対し利子補給を行
う。
　基準金利　2.25%
　償還期間　5年以内（うち据置1年以内）
　貸付利率　無利子（県1.0%、市町村1.0%、JA等0.25%利子補給）

　植物防疫事業の総合的な推進と農薬適正使用の啓発を行う。

　県産農産物の安全・安心を確保するため、農薬等のポジティブリスト
制度に対応した飛散防止指導等を行う。

　被災農業者の既往近代化資金の償還負担を軽減するための利子補給を
行う。
　基準金利　2.25%
　償還期間　据置3年＋既往資金の残存償還年
　貸付利率　無利子（県1.0%、市町村1.0%、JA等0.25%利子補給）

　マイナー作物の病害虫防除に必要な薬剤の調査・選定を行うととも
に、必要なデータ整備を行う。

　化学合成農薬の効率的な利用方法や様々な防除を組み合わせた総合的
病害虫防除技術の実用化を図る。

　病害虫防除所の管理運営を行う。
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【農業技術課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業内容事業名等

予算額（千円）

普及情報システム体制整備費 2,618 2-(3)-①

専門技術調査活動費 1,917 2-(3)-①、7-(2)-②、
7-(3)-④

地域適応型新技術等実証事業費 1,760 2-(3)-①、3-(7)-①、
4-(3)-③、6-(3)-①、
7-(2)-②、7-(3)-④

2,673 １-(４)-①

ＧＡＰ推進事業費 2,673 １-(４)-①

環境保全型農業推進事業費 2,633 2-(1)-①、2-(1)-②、
2-(1)-③、3-(3)-①、
3-(7)-④

環境にやさしい生産方式実証・普及費 942 3-(7)-④

地中熱ヒートポンプ農業利用実証事業費 290 2-(1)-①、2-(1)-②、
2-(1)-③、3-(3)-①

　試験研究成果や事例を踏まえた先端技術の調査研究に取り組む。

　中核的農家や生産組織からの高度な技術要請に応えることができる普
及活動を展開するため、情報のネットワーク化及び迅速な情報提供を行
うための機器等を整備する。

　地域の特性に応じた新技術等の導入を効率的に進めるため、地域にお
いて実証展示等を行う。

　安全・安心な農産物生産により産地競争力の強化を図るため、GAPの
普及に向けた取り組みを行う。

　国のＧＡＰガイドラインに完全準拠したやまなしＧＡＰに取り組む生
産団体等を認証するとともに、国際水準ＧＡＰの認証取得に必要な研修
や審査費用を助成する。

　土づくり、化学肥料・化学合成農薬の低減を通じて、化学合成資材に
よる環境負荷の軽減に配慮した持続可能な農業の確立、定着を図る。
　また、地中熱等再生可能エネルギー等の利用を推進する。

農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法推進事業費

　県主要品目の低減技術の実証ほを設置し、技術の普及定着を図る。
　・肥料・農薬使用実態モニタリング調査
　・エコ技術実証ほの設置　等

　環境負荷が少なく省エネ効果の高い直膨方式地中熱ヒートポンプシス
テムの農業分野での普及を促進するため、システムを活用した夏秋イチ
ゴの栽培技術の確立と経営評価を行う。
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【農業技術課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業内容事業名等

予算額（千円）

環境保全型農業産地化支援事業費 9,810 1-(2)-①、3-(7)-③、
3-(7)-④

環境保全型農業直接支払補助金 9,675 3-(7)-③、3-(7)-④

甲斐のこだわり環境農産物認証事業費 135 1-(2)-①

やまなし有機の郷づくり推進事業費 291 3-(7)-③

416 3-(7)-③

有機農業アカデミー開催事業費 416 3-(7)-③

次世代農業推進事業費 6,579 2-(1)-①、2-(1)-②、
3-(2)-①、3-(3)-①、
3-(4)-②

やまなし次世代農業チャレンジ事業費 6,579 2-(1)-①、2-(1)-②、
3-(2)-①、3-(3)-①、
3-(4)-②

　環境保全型農業の推進目標を達成するため、低減栽培を実施する農家
の取り組みに対し支援を行う。

　有機農業の先進的技術や先進事例などの講演会を開催する。

　先進技術導入による高品質・安定生産等に取り組む。

やまなし有機の郷づくりステップアップ事業費

　地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を普及・拡大
するため、取り組みに対する掛かり増し経費への助成を行う。また、市
町村の事業推進に対し助成を行う。
　事業主体　農業者の組織する団体等
　交付単価
　・カバークロップ（ヒエの種子を使用）　7,000円/10a
　・有機農業（雑穀・飼料作物）　3,000円/10a
　・堆肥の施用　4,400円/10a
　・リビングマルチ（小麦・大麦等を使用）　5,000円/10a
　・草生栽培　5,000円/10a
　・冬期湛水管理　4,000円～8,000円/10a
　・上記以外の取り組み　8,000円/10a
　負担割合　　国1/2、県1/4、市町村1/4
　※　本制度は国予算の範囲内で交付金を交付する仕組みのため、
　　申請額の全国合計が予算額を上回った場合、交付額が減額され
　　ることがある。

　県有機農業推進計画に基づき、有機農業推進協議会を設置するととも
に、有機農業技術の試験成果を地域のほ場において実証する。

　環境への負荷を低減した農業生産を推進するため、有機農業の普及に
向けた取り組みを行う。

　低コスト化や高品質化による生産性の向上を図るため、先進技術の導
入に意欲のある農業者等と連携して、生産現場で効果等を検証する。

　化学合成農薬や化学肥料を一定の割合で削減して生産された農産物を
認証し、環境への負荷を減らすとともに県産農産物の消費拡大を図る。
　・認証委員会開催
　・認証制度普及・啓発
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【農業技術課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業内容事業名等

予算額（千円）

鳥獣害防止対策総合実践事業費 52,887 6-(3)-①

鳥獣被害防止総合対策事業費補助金 51,026 6-(3)-①

鳥獣害対策指導体制整備事業費 1,434 6-(3)-①

やまなし農業サポート事業費 1,980 2-(3)-②

1,361 699 5-(3)-①

農業啓発推進事業費 303 778 1-(1)-③、2-(3)-1、
5-(1)-①

【新】農作業安全対策強化事業費 778 2-(3)-1

高校生あぐり体験事業費 190 １-(1)-③、5-(1)-①

就農促進総合支援事業費 1,944 5-(1)-①、5-(4)-①、
7-(1)-③

就農トレーニング塾設置事業費 1,944 5-(1)-①、5-(4)-①、
7-(1)-③

農村青少年組織育成事業費 309 5-(1)-②、5-(2)-①

試験研究調整事業費 6,534 1-(2)-①

試験研究員研修費 820 2-(1)-①、3-(2)-④、
3-(3)-①、3-(3)-②、
3-(4)-①、3-(4)-②、
3-(7)-④、7-(2)-①

【新】やまなし農村女性活躍支援事業費

　学校教育における農業教育の推進による農業・農村への理解促進を図
る。

　農村地域の活性化を図るため、地域農業の指導的地位を担う農村女性
リーダーの育成を行う。

　退職帰農者や兼業農家等への技術指導や経営支援を行うため、農業に
関する専門知識を有する人材による支援体制を構築する。

　農業の担い手の確保・育成を図るため、就農準備段階から就農後にか
けて新規就農希望者へのきめ細かい総合的な支援対策を実施する。

　知的所有権、種苗登録の管理業務及び外部評価委員会の設置・運営を
行う。

　研究員の研究能力や研究精度の向上のため、研究員を研修会へ派遣す
る。

　県青年農業士、指導農業士を認定するとともに、青年等の経営・技術
向上のための活動を支援する。

　新規就農希望者が自己の農業への適正判断や栽培作物を選定するため
に、農業大学校において実践的な農業体験の短期研修を実施する。

　鳥獣害防止対策集落リーダーの育成と鳥獣害防止技術指導員の資質向
上研修を実施するとともに、鳥獣被害対策専門員を委嘱し集落単位の取
り組みを推進する。

　高校生が農業大学校での農業体験をすることによって、農業の魅力と
農業大学校を理解し、農業大学校への進学と就農促進を図る。

　農作業事故の未然防止を強化するため、農業者に対し効果的な啓発を
行う。

　市町村が作成する「被害防止計画」に基づく農作物被害の防止対策の
取り組みに係る経費に対し助成する。
　事業主体　　市町村協議会等
　補助率　　　1/2以内等

　野生鳥獣による農作物被害の防止対策を推進する。
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【農業技術課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業内容事業名等

予算額（千円）

客員研究員設置費 1,692 2-(1)-①、3-(2)-①、
3-(2)-④、3-(3)-①、
3-(3)-②、3-(4)-①、
3-(4)-②、3-(7)-③、
3-(7)-④、7-(2)-①

農業大学校費 76,645 3-(7)-③、5-(1)-①、
5-(4)-①、5-(4)-②、
7-(1)-③

総合農業技術センター費 146,401 3,522 2-(1)-①、2-(3)-③、
3-(3)-①、3-(3)-②、
3-(4)-①、3-(4)-②、
3-(7)-②、3-(7)-③、
3-(7)-④、6-(3)-①、
6-(3)-②、7-(2)-①

果樹試験場費 83,432 6,789 1-(2)-①、3-(2)-①、
3-(2)-④、3-(7)-③、
3-(7)-④、7-(2)-①

　水稲、野菜、花きなどを対象に優良品種の選定、栽培技術の改善によ
る多収・高品質化技術及び省力・低コスト化技術、効果的な土壌管理や
病害虫管理による最適な環境管理技術の確立、新品種の育成及び栽培技
術の確立に取り組む。
　・スイートコーンの新作型の開発（H30～Ｒ１）
　・夏秋トマトの高品質化、高機能化、省力栽培技術の確立
　（Ｈ29～Ｒ1）
　・再生可能エネルギーを活用した夏秋イチゴの収穫期拡大技術
　　の開発（H29～Ｒ1）
　・ピラミッドアジサイの新品種の育成（H29～Ｒ3）
　・密播苗を用いた水稲の省力・低コスト栽培の確立（H30～Ｒ2）
　・トマト茎葉残渣処理を組み合わせた土壌還元消毒技術の開発
　（H30～Ｒ2）
　・ICTを利用した施設土耕トマトの高収益栽培技術の確立（Ｒ1
　　～Ｒ3）　等

　果樹を対象に、消費者ニーズに合った優良品種の育成と選抜、省力・
低コスト・高品質安定生産技術の開発、環境にやさしい生産技術の開発
に取り組む。
　・県産ワイン用原料ブドウの地域別特性把握（H29～Ｒ1）
　・着色系オリジナル品種の育成（H29～Ｒ8）
　・ブドウのクワコナカイガラムシ防除の効率化（H29～Ｒ1）
　・土壌管理等による果実安定生産技術の確立（H30～Ｒ4）
　・モモ枯死障害を軽減する胴枯病対策技術の確立（Ｒ1～Ｒ3）
　・ブドウ「シャインマスカット」の短梢剪定栽培における多収・
      早期成園化技術の確立(Ｒ1～Ｒ3）
　・赤系ブドウ早期産地化推進事業（R１～R３）　等

　研究開発の一層の充実を図るため、総合農業技術センター、果樹試験
場に高度な見識を有する者を客員研究員として招へいする。

　農業後継者や新規参入希望者への研修教育を行う。
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【担い手・農地対策室】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

就農支援対策事業費 9,186 5-(1)-①

就農支援センター事業費補助金 7,296 5-(1)-①

新規就農相談等支援体制整備費補助金 900 5-(1)-①

農業次世代人材投資資金交付事業費 257,397 5-(1)-②

農業次世代人材投資資金（準備型） 19,500 5-(1)-②

農業次世代人材投資資金（経営開始型） 237,750 5-(1)-②

農業用機械・施設整備事業費補助金 19,800 5-(2)-①

就農定着支援制度推進事業費 23,659 5-(1)-②

果樹王国やまなし就農支援事業費補助金 10,000 5-(1)-②、5-(2)-①

シニア世代就農促進事業費補助金 5,186 5-(1)-②、5-(2)-①

　実践的な栽培技術や経営管理の習得、農地等の確保、地域住民との人
間関係の形成など、就農希望者が持つ共通の課題を解決し、本県への就
農を支援するため、新規就農者の育成に高い見識と能力を持ち、十分な
研修環境を提供できる農業者（アグリマスター）等の指導の下で行う長
期研修を支援する。

　親元就農した農家子弟の規模拡大を支援するため、機械等のリース経
費の一部を助成する。

　新規就農者を確保するため、県内外のシニア世代を対象とした就農促
進セミナーや研修等の取り組みを行う、（公財）県農業振興公社に対し
て補助する。

主な該当施策番号

　意欲ある新規就農者を確保するため、就農支援センターを設置し、就
農相談等を通じて担い手の育成を図る。

事業名等 事業内容

予算額（千円）

　人・農地プランに位置づけられた地域農業の中心となる経営体等が融
資を活用して機械や施設導入を行う際、かかる経費の一部を助成する。

　就農意欲の喚起と就農定着を図るため、就農前の研修期間及び経営開
始後の一定期間において、所得を確保する資金を交付する。

　就農・就業がスムーズにでき、本県農業の担い手を確保・育成するた
め、県就農支援センターに就農支援マネージャーを配置し、就農相談活
動等、就農支援対策に要する経費を助成する。
　事業主体　（公財）県農業振興公社
　補助率　　10/10以内

　県の認める研修機関で研修を受ける者に対して、年間最大150万円を
最長２年間交付する。

　経営が不安定な就農直後の所得を確保するため、新規就農者に対して
年間最大150万円を最長５年間交付する。

新規就農者を確保するため、県農業会議が行う求人情報の収集及び発信
等に要する経費を助成する。
　事業主体　(一社）県農業会議
　補助率　　10/10以内
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【担い手・農地対策室】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

主な該当施策番号事業名等 事業内容

予算額（千円）

企業的農業展開支援対策費 3,412 5-(2)-②、5-(2)-③

企業的農業推進事業費 865 5-(2)-③

農業経営承継支援事業費補助金 2,547 5-(2)-②

農地中間管理事業費 85,925 4-(1)-②、4-(3)-①、
4-(3)-②

県奨励品種等種苗供給対策事業費補助金 3,551 3-(2)-④、3-(2)-⑤

機構集積協力金交付事業費 33,000 4-(1)-②、4-(3)-①　機構に対し、まとまった農地を貸し付けた地域及び、農地を貸し付け
て担い手への農地集積・集約化に協力する農地の出し手に対して協力金
を交付する。

　地域内の分散し錯綜した農地利用を整理し、担い手ごとに集約化する
必要がある場合や耕作放棄地について、農地中間管理機構が借り受け、
必要な場合は基盤整備等の条件整備を行い貸し付ける。また、借り受け
た農地については、貸し付けるまでの間、農地として管理を行う。

　農地の有効活用と農村の活性化及び企業参入等を促進する。

　ブランド力の強化と安定した生産、供給を確保するため、種苗業者に
よる供給が不十分な種苗の生産を行う（公財）県農業振興公社に対して
補助する。

　企業の農業参入を積極的に推進するため、企業訪問、セミナー等を通
じて企業の農業参入促進活動を展開する。

　農業経営の法人化等を推進するため、法人の設立支援、経営相談等に
対し助成する。
　事業主体　県農業経営総合支援協議会
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【耕地課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

中山間ふるさと・水と土保全対策事業費 8,349 6-(1)-③、6-(2)-③

かんがい排水事業費 148,250 237,110 118,090 7-(3)-①

畑地帯総合整備事業費 1,152,500 1,080,235 821,400 3-(2)-⑤、4-(1)-③、
4-(2)-①、
4-(2)-②、4-(3)-②、
5-(2)-④、6-(3)-②

広域営農団地農道整備事業費 22,200 4-(2)-①、4-(2)-②、
6-(1)-③

基幹農道整備事業費 14,430 17,000 4-(2)-①、4-(2)-②、
6-(1)-③

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

　中山間地域における土地改良施設及び、これと一体的に保全すること
が必要であると認められる農地の機能を良好に発揮させるための地域的
な共同活動、並びに棚田地域等における土地改良施設及び農地の保全活
動等を支援する。
　活動内容　　地域支援活動、地域リーダーの育成、保全活動ネット
　　　　　　　ワーク推進、研究活動、広報活動等
　　①ふるさと・水と土保全基金
　　　対象地域　山振、過疎、特農指定市町村及びこれと一体的に
　　　　　　　　活動を行う地域
　　②棚田地域水と土保全基金
　　　対象地域　1/20以上の傾斜地が全農用地の1/2以上を占める
　　　　　　　　地域

予算額（千円）

　基幹的農業水利施設等を対象に、施設の機能を長期に渡って保全する
長寿命化対策として、補修・補強等を実施する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　3地区
　　負担区分　　　国（50%）　県（25%）

　樹園地等の畑地帯において、農業用排水施設・農道、区画整理等の農
業生産基盤を総合的に整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　19地区
　　負担区分　　　国（50、55%）　 県（25%）

　農産物の生産、出荷、流通の合理化を図るとともに農村地域の環境の
改善に資するため、基幹的な農道を整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　1地区
　　負担区分　　　国（53%）　県（37%）

　農産物の流通の合理化と併せて、農村環境の改善に資するための農道
を整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　2地区
　　負担区分　　　国（50%）　県（33.4%）
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【耕地課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

予算額（千円）

中山間地域総合整備事業費 931,000 1,252,125 653,810 4-(1)-③、4-(2)-①、
4-(2)-②、5-(2)-④、
6-(3)-②、7-(3)-③

地域用水環境整備事業費 33,411 20,962 6-(2)-③

農地環境整備事業費 91,000 410,075 144,375 3-(2)-⑤、4-(1)-③、
4-(2)-①、4-(2)-②、
4-(3)-②、
5-(2)-④、6-(3)-②

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費 138,384 20,000 4-(1)-③、4-(2)-①、
4-(2)-②、4-(3)-②、
5-(2)-④

経営体育成基盤整備事業費 40,720 992,838 741,272 4-(1)-③、4-(2)-①、
4-(2)-②、4-(3)-②、
5-(2)-④、6-(3)-②

調査設計事業費 8,700 6,000 7-(3)-①

　農村地域に広範に存在する水路・ため池等の農業水利施設を対象に、
農業水利施設の有する水辺空間等を活用し、豊かで潤いのある快適な生
活環境を創造するための整備を行う。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　１地区
　　負担区分　　　国（50%）　県（25%）

　耕作放棄地の解消・発生防止を図るため、区画整理・農業用用排水路
整備・農道整備等の農業生産基盤を整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　3地区
　　負担区分　　　国（50、55%）　県（27.5%）

　中山間地域の農業・農村の活性化を図り、地域における定住の促進、
国土・環境の保全等に資するため、農業生産基盤や農村生活環境基盤等
の整備を総合的に行う。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　1３地区
　　負担区分　　　国（55%）　県（30%）

　耕作放棄等により再生が困難となった農地と、更なる生産性の向上を
図る農地の区域を区分し、優良農地を保全するための基盤整備を総合的
に行う。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　5地区
　　負担区分　　　国（55%）　県（30%）

　多様な担い手への農地の集積を促進するため、区画整理・農業用用排
水路整備・農道整備など総合的な整備を実施する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　１１地区
　　負担区分　　　国（50、55%）　県（27.5%）

　団体営土地改良事業の調査設計を行うために助成する。
　　事業主体　　市町村、土地改良区等
　　補助率　　　定額
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【耕地課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

予算額（千円）

農業集落排水事業費 33,551 36,750 7-(3)-⑤

基盤整備促進事業費 99,138 15,708 2-(1)-③、4-(1)-③、
4-(2)-①、4-(2)-②、
4-(3)-②、5-(2)-④、
6-(3)-②

県営事業計画調査費 52,800 4-(1)-③、4-(2)-①、
4-(2)-②、4-(3)-②、
5-(2)-④、6-(1)-③、
7-(3)-①、7-(3)-②、
7-(3)-③

鳥獣害防除事業費 25,000 6-(3)-②

果樹団地化促進支援事業費 15,000 4-(2)-③

農地集積基盤整備事業費 50,000 4-(1)-③、4-(2)-①、
4-(2)-②

特産農産物生産支援整備事業費 100,000 4-(2)-①、4-(2)-②

　果樹園のほ場整備に伴い、新たな農家負担となる果樹の伐採や果樹棚
の再設置などの経費に助成する。
　　補助先　　市町村、土地改良区等

　農業集落において農業用用排水の水質の汚濁を防止し、農村地域の健
全な水循環に資するための施設整備及び適正な維持管理の促進を図る。
　　事業主体　　市町村
　　補助率　　　国（50%）

　暗渠排水等の農地の整備、老朽施設の更新等の農業水利施設等の整備
など、地域の実態に即したきめ細かな農業生産基盤の整備に助成する。
　　事業主体　　市町村、土地改良区等
　　補助率　　　国（50、55%）　県（0.5、10%）

　野生鳥獣による果樹、野菜、水稲等の農作物への被害を軽減するため
の被害防除施設等の整備に助成する。
　　事業主体　　市町村、農業団体
　　補助率　　　3/10以内

　地域の特色、歴史、ブランドを生かした地域特産物を、より高品質作
物生産と生産拡大を図り、併せて担い手への農地集積に資する生産基盤
整備に支援する。
　　事業主体　　市町村、農協、土地改良区等
　　補助率　　　1/2以内

　土地改良事業を実施するにあたり、地区採択を前提として各種調査及
び計画書作成を行う。
　　事業主体　　県

　中心経営体への農地集積を行う基盤整備事業の地元負担に対して助成
する。
　　事業主体　　市町村、農地中間管理機構等
　　補助率　　　定額（最大12.5%）
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【耕地課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

予算額（千円）

農村地域活性化農道整備事業費 109,868 114,260 4-(2)-①、4-(2)-②、
6-(1)-③

県営ため池等整備事業費 30,500 22,320 7-(3)-①、7-(3)-②

農村災害対策整備事業費 225,750 167,400 22,320 7-(3)-②

地すべり対策事業費 51,000 89,200 7-(3)-②

農業用河川工作物等応急対策事業費 175,250 100,256 7-(3)-②

土地改良施設耐震対策事業費 521,101 485,315 252,835 7-(3)-①

　地域で発生する災害から農村住民の生活を守るため、農業用施設や農
村防災施設を整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　３地区
　　負担区分　　　国（55%）　県（29%）

　地すべりの防止を図るため、地すべり防止施設を整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　1地区
　　負担区分　　　国（50%）　県（50%）

　農村地域において、緊急に対応しなければならない課題に応えて早急
に行う必要がある農道整備を推進し一体的に実施する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　４地区
　　負担区分　　　県（70%等）

　農地及び農業用施設等の災害を防止するため、ため池等を整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　１地区
　　負担区分　　　国（55%）　県（25%）

　洪水等による災害発生を未然に防止するため、農業用河川工作物の整
備、補強等を実施する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　２地区
　　負担区分　　　国（55%）　県（37%）

　大規模地震によるため池や農道橋への被害を未然に防止するため、必
要な耐震対策を実施する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　８地区
　　負担区分　　　国（55%）　県（34、37%）
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【耕地課】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

予算額（千円）

団体営ため池等整備事業 6,792 7-(3)-①

障害防止対策耕地事業費 200,000 3,554 7-(3)-①　北富士演習場の演習行為に起因した土砂流入や用水不足を解消するた
め、「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」に基づく補償工
事により必要な施設を整備する。
　　事業主体　　　県
　　実施地区数　　1地区
　　負担区分　　　国（100%）

農地及び農業用施設等の災害を防止するため、ため池等を整備する。
　　事業主体　　　市町村
　　実施地区数　　1地区
　　補助率　　　国（5５%）　県（0.5%）
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【関係部局】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

149 6-(1)-④

2,659 6-(1)-③

29,588 6-(1)-④

1,700 6-(1)-④

3,469 6-(1)-④

100,700 6-(1)-④

2,134 6-(1)-④

8,167 6-(1)-④

2,918 6-(1)-④

8,970 6-(1)-④

11,000 6-(1)-④

東京圏から転職者対象の「移住支援金」制度の開始に合わせ、ＵＩター
ンを促進するため、東京駅至近に支援センターを開設する。

【新】山梨移住プロモーション事業費 若者世代の移住・定住を促進するため、移住希望者に対し本県の魅力
や、ＵＩターン就職等に関する情報を発信する相談会等を都内で開催す
る。

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

やまなし暮らし支援センター体制強化
事業費

　やまなし暮らし支援センターの支援と積極的活用を目的に設置した県
庁内及び県・市町村間の連絡会議の開催を通じ、相互に連携の強化を図
ることで、「オール山梨」体制による、更なる移住者の増加を図る。

中部横断道沿線地域活性化ビジョン推進
事業費

　中部横断自動車道沿線地域活性化ビジョン推進協議会を開催し、各主
体の取り組み等について協議する。

やまなし二地域居住滞在促進事業費補助金 　移住・二地域居住希望者に対する住居に関する情報提供などを行う移
住相談会の開催や移住ガイドブックの作成などにより本県への移住を促
進する事業を行う。

やまなし暮らし支援センター事業費 　移住等の相談に一元的に対応できる体制をより充実させ、まだ具体的
な希望先を決めていない相談者へ働きかけを行うことで、移住者等の本
県への誘導を促進する。

【地域創生・人口対策課】

予算額（千円）

【新】やまなし移住・定住総合ポータルサイ
ト活用事業費

やまなし移住・定住総合ポータルサイトを運営し、移住希望者に最新の
情報を提供するためのサイト運営、およびサイトと連動した移住ガイド
ブックの作成を行う。

【新】わくわく地方生活実現事業費 東京圏からの移住促進、担い手不足の解消、社会的事業に取り組む起業
家の誘致を図るための取組を行う。

中央日本４県合同移住促進セミナー開催事業
費

中央日本４県（山梨・新潟・長野・静岡）が当該エリアへの移住・二地
域居住・ＵＩターンを促進するため、４県の共通性である、自然豊かな
山岳地域の魅力をPRしながら移住促進のイベントを行う。

【新】ふるさと山梨定住機構事業費 移住・定住支援の拠点として「ふるさと山梨定住機構」を創設する。

【新】移住コンシェルジュチーム活動促進事
業費

各市町村において移住コンシェルジュ体制が整えられることにより、全
県的な受入体制が強化される。

【新】やまなしＵＩターン就職支援センター
費
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【関係部局】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

予算額（千円）

5,753 6-(1)-④

1,247 6-(1)-④【新】「人口ネットやまなし」情報発信強化
費

人口対策に取り組む団体・企業・市町村等が多面的な活動を県内外に発
信することにより、若年層の県内定着や移住・定住の促進を図る。

【新】若年世代移住セミナー開催事業費 本県への移住促進につなげるため、都内における若者が集いやすい新た
な移住ＰＲイベントを実施する。
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【関係部局】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

予算額（千円）

食品表示ウォッチャー設置費 734 1-(4)-②

山梨県食の安全・安心審議会開催費 529 1-(4)-②

食の安全・食育実践活動推進費 1,457 1-(4)-②

食の安全・安心啓発費 347 1-(4)-②

食品表示確認のための収去物品買上費 172 1-(4)-②

食育ボランティア研修費 26 1-(1)-③

食育推進シンポジウム開催費 466 1-(1)-③

食育推進協議会開催費 17 1-(1)-③

食による地域の魅力再発見事業費 4,321 1,739 1-(1)-③

【臨】第14回食育推進全国大会開催費 9,600 1-(1)-③　食育に対する理解の促進を図るとともに、本県の特色ある郷土食等を
県内外に発信するため、食育推進全国大会を開催する。

　情報誌の発行（年3回）により、その時々の話題を県民に周知すると
ともに正しい知識と理解を深める。

　食育に対する県民意識高揚と関係者の連携を促進し、県民運動として
の食育を効果的に推進していくため、消費者、生産者、食品関連業者、
教育関係者等を対象としたシンポジウムを開催する。

　県内の食育関係団体の相互の連携・協力を促進し、食育を県民運動と
して推進していくため、総会、幹事会を開催する。

　県内で製造された食品について、表示との整合性を化学的な分析によ
り確認を行う。

　地域において、県民の食生活に密着した活動を行っている食育ボラン
ティアの増加と資質向上を図るため、研修会の開催等を実施する。

　本県の特色ある郷土食等を「やまなしの食」として認定し、次世代へ
継承するとともに、地域活性化や観光振興につなげるための取り組みを
行う。

　消費者を食品表示ウォッチャーとして委嘱し、日常の買い物を通じて
食品表示を継続的に監視する。

【消費生活安全課】

　条例に基づき知事の付属機関として設置された審議会を開催し、審議
会の委員から得られた意見等を県の施策に反映していくことにより、食
品安全行政の一層の強化を図る。

　食の安全・食育推進大会及び食の安全・安心を語る会を開催し、県民
一人ひとりが食の安全・安心の確保や食育推進に取り組む気運を醸成す
る。
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【関係部局】

Ｈ３０年度
２月補正

Ｒ１年度
当初

Ｒ１年度
６月補正

事業名等 事業内容 主な該当施策番号

予算額（千円）

特定鳥獣適正管理事業費 81,750 6-(3)-③

ニホンジカ保護管理事業費 98,618 6-(3)-③

個体数調整捕獲事業費 60,552 6-(3)-③

わな捕獲促進強化事業費 23,239 6-(3)-③

認定鳥獣捕獲等事業者集中捕獲事業費 14,827 6-(3)-③

学校栄養職員研修会等事業費 155 1-(1)-③　栄養教諭等学校給食関係者の資質向上を図るため、栄養教諭学校栄養
職員研修会、給食主任研修会、調理実技講習会、栄養・衛生管理講習
会、学校栄養職員新規採用研修会を実施する。

　鳥獣の適正な保護管理を行い、鳥獣による被害対策等の効果的な実施
を図るため、市町村等が行う第二種特定鳥獣管理計画に基づく管理捕獲
に要する経費に対して補助する。
（※対象種：ニホンジカ、イノシシ、ニホンザル）

　鳥獣の適正な保護管理を行い、鳥獣による被害対策等の効果的な実施
を図るため、県が第二種特定鳥獣管理計画に基づき、市町村管理捕獲実
施地域以外においてニホンジカの管理捕獲を実施する。

【みどり自然課】

　標高1,000メートル以上の鳥獣保護区（生態系保全ゾーン）における
ニホンジカの生息密度を適正なものとするため、（一社）山梨県猟友会
に管理捕獲を委託する。

　標高1,000メートル以上の鳥獣保護区以外の地域（共生ゾーン）にお
けるニホンジカの生息密度を適正なものとするため、機動性が高く安価
であるくくりわなを利用した管理捕獲を、（一社）山梨県猟友会に委託
する。

　ニホンジカ高密度地域（八ヶ岳、秩父・御坂山系）を中心に認定鳥獣
捕獲等事業者へ集中的な捕獲を委託する。

【スポーツ健康課】
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  補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．１ （生産関係施設） 

事     業     名 

育
苗
施
設 

穀
類
乾
燥
調
整
貯
蔵
施
設 

堆
き
ゅ
う
肥
施
設
・
散
布
機 

動
力
溝
掘
機 

種
苗
増
殖
施
設 

消
毒
用
機
械
・
施
設 

コ
ン
バ
イ
ン 

潅
水
用
施
設 

温
室
等
生
産
施
設 

菌
類
生
産
施
設 

運
搬
機
械 

農
機
具
格
納
庫 

防
風
・
防
霜
施
設 

そ
の
他
栽
培
用
機
械 

種
苗
の
購
入 

ぶ
ど
う
棚
・
醸
造
施
設 

水
産
関
係
施
設 

機
械
・
施
設
リ
ー
ス 

未来を拓くやまなし農業応援事業費（農村振興課）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  △   

醸造用甲州ぶどう産地育成強化事業費 

（果樹・６次産業振興課） 
              ○ ◇   

やまなし農業用ハウス強靱化緊急対策事業費 

（果樹・６次産業振興課） 
        ▽          

活力ある水田農業支援事業費（花き農水産課） ○ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○  ○   ○     

やまなし次世代農業チャレンジ事業費（農業技術課）         □          

農業用機械・施設整備事業費（担い手・農地対策室） ○ ○ ○   ○ ○  ○   △ ○ ○  ○   

果樹王国やまなし就農支援事業費 

（担い手・農地対策室） 
                 ○ 

 
注）△は補助条件に特に留意する。◇はぶどう棚に限る。□は先進技術の実証に必要な設備等に限る。▽は補強に限る。  
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  補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．２ （生産施設：畜産関係） 

事     業     名 

飼
料
調
整
施
設 

飼
料
貯
蔵
施
設 

飼
料
収
穫
調
製
機
械 

飼
料
運
搬
車 

放
牧
施
設 

糞
尿
処
理
施
設
・
機
械 

農
機
具
格
納
庫 

堆
き
ゅ
う
肥
施
設 

畜産環境総合対策事業費（畜産課）      ○  ○ 

自給飼料増産促進事業費（畜産課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 
 
  補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．３ （流通・加工・販売施設） 

事     業     名 

畑
作
物
等
加
工
施
設 

茶
等
特
用
作
物
加
工
施
設 

果
樹
等
加
工
施
設 

畜
産
物
加
工
施
設 

農
畜
産
物
直
売
施
設 

集
出
荷
施
設 

貯
蔵
施
設 

選
別
用
機
械 

特
産
品
開
発 

未来を拓くやまなし農業応援事業費（農村振興課）  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活力ある水田農業支援事業費（花き農水産課）     ○ ○ ○ ○  
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  補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．４ （土地基盤整備） 

事     業     名 

用
排
水
路
整
備 

整
地
・
客
土 

水
田
の
ほ
場
整
備 

農
道
の
改
良
・
舗
装 

か
ん
が
い
施
設 

土
壌
・
土
層
改
良 

畑
・
樹
園
地
の
ほ
場
整
備 

暗
渠
排
水 

草
地
・
飼
料
畑
等
の
造
成 

伐
採
・
抜
根
・
改
植 

農
地
の
防
災
対
策
・
保
全 

防
風
施
設 

農
地
の
流
動
化
・
集
団
化 

た
め
池
等
の
整
備 

排
水
機
場
の
設
置 

地
滑
り
の
防
止 

鳥
獣
害
の
防
止 

企業的農業経営推進支援モデル事業費（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○     

耕作放棄地等再生整備支援事業費（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○     

機構借受農地整備事業費（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○      

自給飼料増産促進事業費（畜産課）         ○         

かんがい排水事業費（耕地課） ○    ○             

畑地帯総合整備事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ 

広域・基幹などの農道整備事業費（耕地課）    ○              

中山間地域総合整備事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ 

農地環境整備事業費（耕地課） ○  ○ ○   ○ ○ ○  ○      ○ 

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ 

経営体育成基盤整備事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○   ○ 

基盤整備促進事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○        ○ 

鳥獣害防除事業費（耕地課）                 ○ 

農地集積基盤整備事業費（耕地課）             ○     

特産農産物生産支援整備事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      

県営ため池等整備事業費（耕地課） ○          ○   ○    

農村災害対策整備事業費（耕地課） ○          ○   ○  ○  

地すべり対策事業費（耕地課）                ○  

農業用河川工作物等応急対策事業費（耕地課）           ○       

土地改良施設耐震対策事業費（耕地課）              ○    

団体営ため池等整備事業費（耕地課）              ○    
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補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．５ （農村の整備） 

事     業     名 

営
農
飲
雑
用
水
施
設 

体
験
農
園 

農
村
集
落
親
水
・
景
観
保
全 

集
落
防
災
施
設 

研
修
・
交
流
等
施
設 

高
齢
者
活
動
支
援
施
設 

施
設
用
地
整
備 

た
め
池
等
水
辺
環
境
の
整
備 

農
村
集
落
道
整
備 

農
村
集
落
用
排
水
施
設 

生
態
系
の
保
全 

簡
易
給
水
・
排
水
施
設 

畑地帯総合整備事業費（耕地課） ○  ○ ○    ○ ○ ○ ○  

中山間地域総合整備事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  

地域用水環境整備事業費（耕地課）   ○ ○    ○   ○  

経営体育成基盤整備事業費（耕地課） ○  ○ ○    ○ ○ ○ ○  

県営ため池等整備事業費（耕地課）    ○    ○     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

- 58 - 

 

 
  補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．６－１ （ソフト事業・セミハード事業） 

事     業     名 

推
進
会
議
の
実
施 

研
修
会
等
の
実
施 

構
想
・
指
針
等
の
策
定 

各
種
調
査
の
実
施 

実
証
ほ
場
等
の
設
置 

種
苗
の
購
入 

農
産
物
の
Ｐ
Ｒ 

新
技
術
等
の
導
入 

農
地
の
利
用
調
整 

農
地
利
用
集
積
促
進 

果
樹
伐
採
・
棚
の
再
設
置
他 

普
及
啓
発
活
動 

集
出
荷
関
係
機
器
の
整
備 

体
験
農
園
機
械
・
簡
易
施
設
整
備 

中山間地農業活性化推進事業費（農村振興課）  ○ ○            

未来を拓くやまなし農業応援事業費（農村振興課）     ○   ○     ○ ○ 

果樹団地化促進支援事業費（耕地課）          ○ ○    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

- 59 - 

 

 
  補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．６－２ （ソフト事業・セミハード事業） 

事     業     名 

推
進
会
議
の
実
施 

研
修
会
の
実
施 

構
想
・
指
針
等
の
策
定 

各
種
調
査
の
実
施 

生
産
組
織
等
の
活
動
助
成 

農
産
物
等
の
Ｐ
Ｒ 

景
観
の
保
全
・
形
成 

集
落
共
同
活
動
の
支
援 

鳥
獣
害
の
防
止 

国
際
水
準
Ｇ
Ａ
Ｐ
の
認
証
取
得 

特
産
品
開
発 

中山間地域等直接支払事業費（農村振興課） ○ ○  ○  ○ ○ ○ ○   

農地維持・資源向上活動支援事業費（農村振興課）  ○ ○  ○   ○ ○ ○   

やまなし農産物地産地消推進事業費（果樹・６次産業振興課） ○ ○   ○ ○     ○ 

やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費(畜産課)      ○   ○   

鳥獣被害防止総合対策事業費（畜産課）         〇   

茶産地育成推進事業費（花き農水産課）  ○   ○ ○      

やまなしの花産地活性化振興事業費（花き農水産課） ○    ○ ○      

薬用植物生産拡大支援事業費（花き農水産課）     ○       

安全・安心ブランド農産物推進事業費（農業技術課）  ○  ○        

ＧＡＰ推進事業費（農業技術課）          ○  

鳥獣被害防止総合対策事業費（農業技術課） ○        ○   

中山間ふるさと・水と土保全対策事業費（耕地課） ○ ○ ○ ○   ○ ○    

 


